
薬事■食品衛生審議会食品衛生分科会  

平成21年3月24日（火）  

10時00分から12時15分まで  

合同庁舎5号館 省議室  

議 事 次 第  

1 開  

2 審  議  

議 事  

1 議題   

（1）食品添加物の指定について  

・2－メチルプチルアルデヒド  

（2）食品中の農薬等の残留基準設定について   

ア）農薬   

・盲新規  

・クロラントラニリブロール  

・メタフルミゾン  

・ヨウ化メチル  

②新規及び暫定基準の見直し  

・1－ナフタレン酢酸  

③適用拡大  

・カズサホス   

イ）動物用医薬品  

①新規  

・エブリノメクテン  

ー鶏脳脊髄炎・鶏痘混合生ワクチン  

・鶏伝染性気管支炎（AKOl株）生ワクチン  

■豚パルボウイルス（油性アジュバント加）不活化ワクチン  

・塩化ナトリウム、塩化カリウム、塩化カルシウム及び酢酸ナトリウム  

②再審査  

・エチプロストン  

③暫定基準の見直し  

・セフォベラゾン  

・バロモマイシン   



④改正申請  

・エンロフロキサシン  

・フルニキシン  

ウ）対象外物質  

・タウリン（新規）   

2 報告事項  

（1）厚生労働省におけるリスクコミュニケーションの取組について  

（2）その他  

3 閉  
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平成21年3月 薬事・食品衛生審議会  
食 品 衛 生 分 科 会  資 料 一  覧  

＜議題＞  

資料1  

資料2  

資料3  

食品添加物の指定について（2－メチルブチルアルデヒド）   

食品中の農薬の残留基準設定について（クロラントラニリブロール）   

食品中の農薬の残留基準設定について（メタフルミゾン）  

資料4  食品中の農薬の残留基準設定について（ヨウ化メチル）   

資料5  食品中の農薬の残留基準設定について（1－ナブタレン酢酸）   

資料6  食品中の農薬の残留基準設定について（カズサホス）  

食品中の動物用医薬品の残留基準設定について（エブリノメクテン）   

食品中の動物用医薬品の残留基準設定について  

（鶏脳脊髄炎・鶏痘混合生ワクチン）   

食品中の動物用医薬品の残留基準設定について  

（鶏伝染性気管支炎（AKOl株）生ワクチン）   

食品中の動物用医薬品の残留基準設定について  

（豚パルボウイルス（油性アジュバント加）不活化ワクチン）   

食品中の動物用医薬品の残留基準設定について  

（塩化ナトリウム、塩化カリウム、塩化カルシウム及び酢酸ナトリウム）   

食品中の動物用医薬品の残留基準設定について（エチプロストン）   

食品中の動物用医薬品の残留基準設定について（セフォベラゾン）   

食品中の動物用医薬品の残留基準設定について（バロモマイシン）   

食品中の動物用医薬品の残留基準設定について（エンロフロキサシン）   

食品中の動物用医薬品の残留基準設定について（フルニキシン）   

対象外物質としての新規指定について（タウリン）  

資料9  

資料10  

資料11  

資料12  

資料13  

資料14  

資料15   

資料16  

資料17   

＜報告事項＞   

報告資料1  厚生労働省におけるリスクコミュニケーションの取組について   
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諮 問  

食品衛生法（昭和22年法律第233号）第10条及び第11条第1項の規定に基  

づき、下記の事項について、貴会の意見を求めます。  

記  

1・2－メチルプチルアルデヒドの添加物としての指定の可否について  

2・2－メチルプチルアルデヒドの添加物としての使用基準及び成分規格の設定に  

ついて   
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平成21年3月2日  

薬事・食品衛生審議会  

食品衛生分科会   

分科会長 岸 玲子 殿  

薬事・食品衛生審議会食品衛生分科会  

添加物部会長 若林 敬二  

食品添加物の指定等に関する薬事・食品衛生審議会  

食品衛生分科会添加物部会報告について   

平成20年12月11日付け厚生労働省発食安第1211002号をもって厚生労働大  

臣から諮問された、下記の事項について、当部会において審議を行った結果を  

別添のとおり取りまとめたので、これを報告する。  

記  

1．2－メチルプチルアルデヒドの添加物としての指定の可否について  

2．2－メチルプチルアルデヒドの添加物としての使用基準及び成分規格の   

設定について  
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（別添）  

2一メチルプチルアルデヒドの食品添加物の指定に関する部会報告書  

1．品目名：2－メチルプチルアルデヒド  

2－Methylbutyraldehyde、2－Methylbutanal  

〔CAS番号：96－17－3〕  

2．構造式、分子式及び分子量  

構造式：  

H3C〈rC”O  

CH3  

分子式及び分子量：  

C5HlOO 86＿13  

3．用途   

香料  

4．概要及び諸外国での使用状況   

2－メチルプチルアルデヒドは、果実等に天然に存在するほか、倍煎や加熱調理され   

たピーナッツ、ポテトチップ等に含まれる成分である。欧米では焼き菓子、ソフト・   

キャンディー、アイスクリーム、ゼリー、プリン等様々な加工食品において香りを再   

現し、風味を向上させるために添加されている。  

5．食品安全委員会における評議結果   

食品安全基本法（平成15年法律第48号）第24条第1項第1号の規定に基づき、平  

成20年10月14日付け厚生労働省発食安第1014002号により食品安全委員会あて意  

見を求めた2－メチルプチルアルデヒドに係る食品健康影響評価については、平成20   

年11月11日に開催された添加物専門調査会の議論を踏まえ、以下の評価結果が平成   

21年1月22日付けで通知されている。  

評価結果：2－メチルプチルアルデヒドは、食品の着香の目的で使用する場合、安全性  

に懸念がないと考えられる。  

6．摂取量の推計   

上記の食品安全委員会の評価結果によると次のとおりである。   



本物質の香料としての年間使用量の全量を人口の10％が消費していると仮定する  

JECFAのPCTT（PerCapitaintakeTimesTbn）法による1995年の米国及び欧州  

における一人一日あたりの推定摂取量はそれぞれ2．0、4．5けgである。正確には、認  

可後の追跡調査による確認が必要と考えられるが、既に許可されている香料物質の我  

が国と欧米の推定摂取量が同程度であるとの情報があることから、我が国の本物質の  

推定摂取量は、おおよそ2．0から4．5膵の範囲になると推定される。なお、米国では  

食品中にもともと存在する成分としての本物質の摂取量は、意図的に添加された本物  

質の約40倍であると報告されている。  

7．新規指定について   

2－メチルプチルアルデヒドを食品衛生法第10条の規定に基づく添加物として指定  

することは差し支えない。ただし、同法第11条第1項の規定に基づき、次のとおり   

使用基準と成分規格を定めることが適当である。  

（使用基準案）   

香料として使用される場合に限定して食品健康影響評価が行われたことから、使用  

基準は「着香の目的以外に使用してはならない。」とすることが適当である。  

（成分規格案）   

成分規格を別紙1のとおり設定することが適当である。（設定根拠は別紙2、JECFA  

規格等との対比表は別紙3のとおり。）  
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（別紙1）  

2－メチルプチルアルデヒド   

2－Methylbutyraldehyde  

H3C〈r 
C”O  

CH3  

分子量 86．13  C5HlOO  

2－Methylbutar］al ［96－17－3】  

含 量 本品は，2－メチルプチルアルデヒド（C5HlOO）95．0％以上を含む。  

性 状 本品は，無～淡黄色の透明な液体で，特有のにおいがある。  

確認試験 本品を赤外吸収スペクトル測定法中の液膜法により測定し，本品のスペクトルを参照   

スペクトルと比較するとき，同一波数のところに同様の強度の吸収を認める。  

純度試験（1）屈折率 n冨＝1．388～1．396  

（2）比重 d…；＝0．799～0．815  

（3）酸価10．0以下（香料試験法）  

定量法 香料試験法中の香料のガスクロマトグラフィーの面積百分率法の以下の操作条件に   

より定量する。なお、検液注入後，0～60分の間に現れるすべての成分のピー ク面積の総和   

を100とし，それに対する2－メチルプチルアルデヒドのピーク面積百分率を求め，含量とす  

る。   

操作条件  

検出器 水素炎イオン化検出器又は熱伝導度検出器  

カラム 内径0．25～0．53mm，長さ30～60mのケイ酸ガラス製の細管に，ガスクロマトグ  

ラフィー用ジメチルポリシロキサン又はポリエチレングリコールを0．25～1〃Inの厚さで  

被覆したもの。   

カラム温度 50℃で5分間保持し，その後毎分5℃で昇温し，230℃に到達後，19分間保  

持する。  

注入口温度125～175℃   

検出器温度 250～300℃   

注入方式 スプリット（30：1～250：1）。ただし，いずれの成分もカラムの許容範囲を超え  

ないように設定する。  
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キャリヤーガス ヘリウム又は窒素  

流量 被検成分のピークが5～10分の間に現れるように調整する。  
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参照赤外吸収スペクトル  

2一メチルプチルアルデヒド  

q⊃   



．
■
l
－
i
－
1
1
1
r
－
・
1
、
 
 

し
－
－
1
－
1
ト
ー
l
l
 
 

〔
4
 
 

l
■
、
 
 
 

平
 
 
 



（別紙2－）  

2－メチルプチルアルデヒドに係る成分規格等の設定根拠  

含量   

JECFAでは「97．0％以上」、FCCでは「C5HlOOが97．0％以上」を規格値としている。  

試薬等として流通している製品（市販品）5社9製品を分析した結果、91．3～98．6％、平  

均96．9％であった。市販品の主な不純物は、GC几4Sにより2－メチルブタノール、2一メチ  

ルプチリックアシド及び2－メチルプチルアルデヒドトリマーと同定された。2－メチルブタ   

ノールは2欄メチルプチルアルデヒドの原料、2－メチルプチリックアシド及び2－メチルプチ  

ルアルデヒドトリマーは保存中に生成するものであり、2－メチルブタノール、2一メチルプ   

チリックアシドはJECFA、FCCともに香料として収載されている。   

JECmでは、最低含量を原則「95．0％以上」としていることから、本規格案では市販   

品を考慮し、「95．0％以上」を採用した。  

性状   

JモニCFAは「無色から淡黄色の液体」、FCCは、「チョコレート様香気の無色から淡黄色   

の液体」を規格としている。   

本品は特有の香気を持つが、香気は人により必ずしも同一に感ずるとは限らないことか   

ら、本規格案では「無～淡黄色の透明な液休で，特有のにおいがある。」とした。  

確認試験   

FCCには記載がないが、JECFAは確認試験に赤外吸収スペクトル測定法を採用してい   

ることから本規格でも赤外吸収スペクトル測定法を採用した。  

純度試験   

（1）屈折率JECFA、FCC ともに規格値を「1．388～1．393（20℃）」としている。含  

是が95．0％以上の市販品4社7製品を分析した結果、1．391～1．396、平均1．393  

であった。一方、2－メチルプチリソクアシドの屈折率は、1．404～1．408（JEC蝕）  

であり、2－メチルプチルアルデヒドトリマーを合成し、その屈折率を測定したとこ  

ろ、1．453であったことから、これらの化合物が増えることにより、屈折率は大き  

くなるものと考えられた。そこで、本規格案では、市販品の実態を考慮し、「n冨＝  

1．388～1．396」とした。   

（2）比重JECFA、FCC と－もに規格値を「0．799～0．804（25／25℃）」としている。含  

量が95．0％以上の市販品4社7製品を分析した結果、0．804～0．815（25／25℃）、  

平均0．809であった。一方、2・メチルプチリックアシドの比重は、0．932～0．936  

（JECFA）であり、2－メチルプチルアルデヒドトリマーの比重は1．350（25／25℃）  

であったことから、これらの化合物が増えることにより、比重は大きくなるもの  

と考えられた。そこで、本規格案では、市販品の実態を考慮し、「d……＝0．799～0．815」  

とした。   

（3）酸価JECFA、FCC ともに規格値を「10．0以下」としている。本規格案では国  

際整合性を考慮してJECFAが規格値としている「10、0以下」とした。  
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定量法   

JECFA、FCCともにGC法により含量測定を行っている。また、香料業界及び香料を  

利用する食品加工メーカーにおいてもGC装置が広く普及しており、測定機器を含めた測  

定環境に実務上問題は無いことから本規格案でもGC法を採用することとした。しかしな  

がら、2・メチルプチルアルデヒド（沸点93℃）は、香料試験法の9．香料のガスクロマト  

グラフィーの面積百分率法の操作条件（2）により試験を行うと、保持時間の関係から、不純  

物である2－メチルプチリックアシド、2一メチルプチルアルデヒドトリマーを測定できない  

可能性が懸念される。故に、換作条件（2）を基に、移動相の流量を「被検成分のピークが5  

～10分の間に現れるように調整する」と変更するともに、カラム温度を「50℃で5分間  

保持し，その後毎分5℃で，230℃に到達後，19分間保持する」と変更した。  

JECFA及びFCCでは設定されているが、本規格では採用しなかった項目  

溶解性   

JECEAには（溶解性」の規格が設定されていない。FCCは、参考情報として「溶解性：   

プロピレングリコール、植物油に溶け、水には溶けない。」、「エタノールへの溶解性：1ml   

の95％エタノールに1ml溶ける。」としている。しかしながら、本規格案ではIRによる  

確認試験、純度試験として酸価、含量を規定しており、「溶解性」等の必要性は低いため、  

採用しないこととした。   

なお、実際には、水にやや溶けにくく、プロピレングリコール及び植物油には極めて溶   

けやすい。  

沸点   

JECFAは沸点の規格を「93℃」としている。しかしながら、一般に香料化合物は、加  

熱分解臭をつけないように減圧精密蒸留による一定の範囲の留分を得たものであり、その  

品質管理はGC法により実施されるため、沸点は必ずしも香料化合物の品質規格管理項目   

として重要ではないと考えられることから、本規格案では沸点に係る規格を採用しないこ   

ととした。  
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（別紙3）  

香料「2－メチルブテルアルデヒド」の規格対比表  

規格案   JECFA   FCC   

95．0％以上   97．0％以上   97．0％以上（C5日l。0として）   

本品は，無～淡黄色の   COrOrlesstopa［eyelfow  
性状  透明な液体で，特有のに  

COlourIesstopafeye＝ow   
liquid  

liquid．  
おいがある。  Odor：ChocoZate   

確認試験  胴法（参照スペクトル法）  IR法（参照スペクトル法）  

屈折率   1．388～1．396（200c）   1．388～1．393（200c）   1．388へ′1．393（200c）  

純度  
比重   

試験  
0．799～0．815（25／250c）  0．799～0．804（25／250c）  0．799～0．804（25／25℃）  

酸価   10．0以下   10．0以下   10．0以下   

沸  （設定せず）   930c   ～930c   

SO）ubieinpropylene  

溶解性  （設定せず）  
glycol，Vegetableoirs；  
insolubJeorpractica”y  

insoluble in water 

アルコールヘの溶解   
（設定せず）  

1mLinlmL95％   
性  ethanol   

定量法  GC法（特定）   GC法  
GC法  

（無極性カラム）   
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lnten8ity  

2000000  

1750000  

2－Methylbutyr81dehyde GC測定条件   

検出器：水素炎イオン化検出蕃  

1500000  

カラム；   

・内径：   

・長さ：   

・被覆剤；   

・膜揮：  

カラム温度：   

・初期温度   

ス7■リブト比：  

キけ卜がス：  

0．2石mm  
紳mケイ鼓がラスキヤヒラリー  

椚エチレげリコール（極性カラム）  

0．25〝m   

50℃  

5分  

5℃／分  
230℃  
ほ0℃  
300℃  
100；1  
へ押ム   

1250000  

、1000000  
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（参考）  

これまでの経緯  

平成20年10月14日  厚生労働大臣から食品安全委員会委員長あてに添  

加物の指定に係る食品健康影響評価について依頼   

第259回食品安全委員会（依頼事項説明）   

第64回食品安全委員会添加物専門調査会   

第265回食品安全委員会（報告）  

食品安全委員会における国民からの意見聴取   

薬事・食品衛生審議会へ諮問   

薬事・食品衛生審議会食品衛生分科会添加物部会   

食品安全委員会より食品健康影響評価結果の通知  

平成20年10月23日   

平成20年11月11日   

平成20年12月4日  
～平成21年1月2日   

平成20年12月11日   

平成20年12月22日   

平成2】＿年1月22日  

●薬事・食品衛生審議会食品衛生分科会添加物部会（平成20年12月現在）   

［委員］  

氏  名   所  属   

石田 裕美   女子栄養大学教書受   

井手 達雄   東邦大学薬学部教享受   

井部 明広   東京都健康安全研究センター   

北田 善三   畿央大学健康科学部教授   

佐藤 恭子   国立医薬品食品衛生研究所食品添加物部第一室長   

棚元 憲・－   国立医薬品食品衛生研究所食品添加物部長   

長尾 美奈子※  慶應義塾大学薬学部客員教授   

堀江 正一   埼玉県衛生研究所水・食品担当部長   

米谷 民雄   静岡県立大学食品栄養科学部客員教授   

山内 明子   日本生活協同組合連合会組織推進本都 本部長   

山川 隆   東京大学大学院農学生命科学研究科准教授   

山添 康 東北大学大学院薬学研究科教享受   

吉池 信男   青森県立保健大学健康科学部栄養学科長 公衆栄養学教授   

由田 克士   独立行政法人国立健康・栄養研究所栄養疫学プログラム国民  

健康・栄養調査プロジェクトリーダー   

※部会長  
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（別紙）  

答申（案）   

2－エチルピラジンについては、食品添加物として人の健康を損なうおそれは  

ないことから、指定することは、差し支えない。   

なお、指定に当たっては、以下のとおり使用基準及び成分規格を設定するこ  

とが適当である。  

使用基準   

着香の目的以外に使用してはならない。  

成分規格  

2－メチルプチルアルデヒド   

2－MethyIbutyraldehyde  

H3C〈r 
C”O  

CH3  

C5日l。0  分子量 86．13  

2，Methytbutana］［96L17－3］  

量 本品は，2－メチルブテルアルデヒド（C5日－00）95．0％以上を含む。  

性  状 本品は，無～淡黄色の透明な液体で，特有のにおいがある。  

確認試験 本品を赤外吸収スペクトル測定法中の液膜法により測定し，本品の   

スペクトルを参照スペクトルと比較するとき，同一波数のところに同様の強   

度の吸収を認める。  

純度試験（1）屈折率。管＝1．388～1．396  

（2）比重d宣旨＝0．799～0．815   

（3）酸価10．0以下（香料試験法）  

定量法 香料試験法中の香料のガスクロマトグラフィーの面積百分率法の以   

下の捜作条件により定量する。なお、検液注入後，0～60分の間に現れるす  

1了   



べての成分のピーク面積の総和を100とし．それに対する2－メチルプチルア  

ルデヒドのピーク面積百分率を求め．含量とする。  

18   



参照赤外吸収スペクトル  

2－メチ／レプチルアルヂヒド  

3α】0  2000  1500  
瑚卿抑那加明細一1】   
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厚生労働省発・食安第0304004号  

平 成 21年 3 月 4 日   

薬事・食品衛生審議会   

会長 望月 正隆 殿  
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諮 問 書  

食品衛生法（昭和22年法律第233号）第11条第1項の規定に基づき、下記の  

事項について、貴会の意見を求めます。  

記  

次に掲げる農薬の食品中の残留基準設定について  

クロラントラニリプロール  



2
 
 
 



平成21年3月23日  

薬事・食品衛生審議会   

食品衛生分科会長 岸 玲子 殿  

薬事・食品衛生審議会食品衛生分科会   

農薬・動物用医薬品部会長 大野 泰雄  

薬事・食品衛生審議会食品衛生分科会  

農薬・動物用医薬品部会報告について   

平成21年3月4日厚生労働省発食安第0304004号をもって諮問された、食品衛生法  

（昭和22年法律第233号）第11条第1項の規定に基づくクロラントラニリブロー  

ルに係る食畠規格（食品中の農薬の残留基準）の設定について、当部会で審議を行った  

結果を別添のとおり取りまとめたので、これを報告する。  
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（別添）  

クロラントラニリブロール  

1．品目名：クロラントラニリブロール（Chlorantraniliprole）  

2．用途：殺虫剤  

アントラニリックジアミド系の殺虫剤であり、昆虫の筋肉細胞内のカルシウムチ  

ャンネルに作用してカルシウムイオンを放出させ、筋収縮を起こさせることにより   

殺虫効果を示すと考えられている。  

3．化学名   

3－bromoqN－［4－Chloror2－methyl－6－（methylcarbamoyl）phenyl］－1－   

（3－Chloropyridin－2Lyl）qlHTPyraZOle－5－Carboxamide（IUPAC）  

3．－bromo－N－［4－Chloro～2－methyl－6－［（methylamino）carbonyl］phenylトト  

（3－Chloro，2－pyridinyト1H－pyraZOle－5－Carboxamide（CAS）  

4．構造式及び物性  

HN／CH3  

隠。．  

分子式  

分子量  

水溶解度  

分配係数  

C,,H,,BrC1,N,O,, 
483．15  

1．023mg／L（20℃）  

logl。Pow＝2．76（20℃）  

（メーカー提出資料より）   
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5．適用病害虫の範囲及び使用方法   

本薬の適用病害虫の範囲及び使用方法は以下のとおり。   

また、「国外で使用される農薬等に係る残留基準の設定及び改正に関する指針につい   

て」（平成16年2月5日付け食安発第0205001号）に基づき、米、ばれいしょ、  

クレソン、はくさい、キャベツ、芽キャベツ、ケール、こまつな、きょうな、チンゲ   

ンサイ、ブロッコリー、カリフラワー、その他のあぶらな科野菜、エンダイブ、しゆ   

んぎく、レタス、その他のきく科野菜、パセリ、セロリ、その他のせり科野菜、トマ  

ト、ピーマン、その他のなす科野菜、かぼちや、しろうり、スイカ、メロン類果実、   

まくわうり、その他のうり科野菜、ほうれんそう、その他の野菜、マルメロ、びわ、   

もも、ネクタリン、アンズ、すもも、ぶどう、綿実、陸棲晴乳類の肉類及び陸棲晴乳   

類の乳類に係る残留基準の設定が要請されている。  

（1）国内での使用方法  

（》一5％クロラントラニリプロール水和剤（フロアブル）  

適用   希釈   使用   使用   
本剤の   タロテントラニげロリレ  

作物名  倍数   液量   時期  使用 回数  使用   を含む農薬の 総使用回数  
セル成型育苗トレ  

イ1箱またはへ○  

ーハーーホ○ット1冊  

コナが  （約30×  
100倍  

育苗期後半  
アオムシ  60cm、  ～定植当日   4回以内  

キヤヘやッ  ヨトウムシ  使用土壌  （濯注は1回以内、  
ハスモンヨトウ  約1．5～4L）  散布は3回以内）  

当たり0．5L  

100′、  収穫  3回以   散布  

／イマタ～ラノメイが   
2000倍   300UlOa  3日前まで  内  

セル成型育苗トレ  

イ1箱またはへ○  

ーハ○－ホ○ット1冊  

（約30×  
コ州†  100倍  

育苗期後半 ～定植当日  1回  潅注   

60cm、  
4回以内  

はくさい  アオムシ  
使用土壌  

（潅注は1回以内、  
ヨトウムシ  

約1．5～4L）  散布は3回以内）  

当たり0．5L  

100～  収穫  3回以   散布   

2000倍   300UlOa  3日前まで  内  

セル成型育苗トレ  

イ1箱またはへ○  

ナモク■リハ○ェ  －ハ○－ホ●ット1冊  

ハスモンヨトウ  
100倍  

（約30×  育苗期後半  
オオタバコが  60cm、  ～定植当日   

カデラヤが  使用土壌  4回以内  

レタス  約1．5～4L）  （潅注は1回以内、  
当たり0．5L  散布は3回以内）  

ナモク÷リバェ   
1000～  

2000倍   
100′－  

ハスモンヨトウ  
収穫  

300UlOa  
3回   散布  

材タハ○コが  
3日前まで   以内  

ヨトウムシ   

モ   



①5％クロラントラニリブロール水和剤（フロアブル）（続き）  

適用   希釈   使用   任用   本剤の   
タロラントラニリアローサ  

作物名  
病害虫名   倍数   液量   時期  

使用  
方法   

を含む農薬の  

回数   総使用回数  

ブロッコリー   
コナが．  

2000倍   
100～  

収穫  
アオムシ  3目前まで  3回  

散布   
1000～  300UlOa  収穫前日  以内  

3回以内   

トマト   トマトハモク～リハ÷ェ  

2000倍  まで   

100′、  
1株当たり 25 港注   

200倍  m⊥   ～定植当日   
4回以内  

きゆうり  トマトハモク÷リハヾェ  
1000～  100～  

（潅注は1回以内、  

2000倍   300UlOa   
散布は3回以内）          収穫前日 まで  3回以内  散布   

100倍   
トマトハモク～リハ÷ェ  1株当たり 25mL  育苗期後半 ～定植当日  1回   

港注   
3回以内  

なす  1000～  
100′）  

（澄江は1回以内、  

2000倍   300UlOa   
散布は2回以内）          収穫前日 まで  2回以内  散布  

ハスモンヨトウ  2000倍   

いちご   ハスモンヨトウ   
収穫前日 まで  2回以内   

2回以内   

2000倍   

ねぎ   シロイチモゾヨトウ  
収穫  

100′－  3日前まで   

だいず   300UlOa  
散布  

収穫  
3回以内  

7日前まで   
3回以内  

ハスモンヨトウ  4000倍  

えだまめ  
収穫  

3日前まで   

②10％クロラントラニリプロール水和剤（フロアブル）  

希釈   使用   使用   
クロラントラニリアロール  

作物名  適用病害虫名  
本剤の  使用  

液量   
を含む農薬の  

時期  使用回数  方法   
総使用回数  

チャノコカクモンハマキ  摘採  
1回   茶  

チャノホげ   2000倍  200～ 400UlOa   3日前まで  
1回   

シンクイムシ類  2500′－ 5000倍   

りんご  ハ璃ムシ類  

キンモンホリが  

キ～ンモンハモク～りが   

200′～  収穫3日前  
散布  3回以内  

700UlOa  まで   

すもも   シンクイムシ類  2500倍   

なし   シンクイムシ類  5000倍   

もも  シンクイムシ類 モモハモ～  5000倍  

ネクタル  クりが  
2回以内  2回以内   

了   



③1％クロラントラニリプロール粒剤  

タロラントラニけロール  

作物名   
適用  

使用量   
本剤の  

病害虫名  
使用時期  

使用回数   
使用方法   を含む農薬の  

総使用回数   

育苗箱の  

（30×60×3cm、  
コデノメイが   移植当日   

上から  
稲  

使用土壌約5L）  
1回  

均一に  
1回   

1箱当たり50g  散布する  

（2）海外での使用方法（米国）   

①20％クロラントラニリブロール水和剤  

作物名   
1回当たりの  

使用量   使用回数   
使用時期   使用方法   

果菜類   収穫前日 

あぶらな属野菜  
収穫3日前ま   

29．3～109．5  で  
4回   219gai几a   

葉菜類  gai仏a  
散布、港注  

（あぶらな属を除く）  収穫前日まで   

うり科野菜   

②35％クロラントラニリプロール顆粒水和剤  

1回当たりの  
栽培期間中  

作物名  の  

使用量   
使用時期   使用方法   

使用回数    総使用量  

37～110．5  
仁果類  221gai几a   

ga∽1a   

37～74  
収穫14日前まで   

ばれいしょ  222 g ai/ha 
gai几a  

37～110．5  
核果類  4回  収穫10日前まで   

gai仏a  
散布  

37～110．5  
ぶどう  221gaiノha  

gai几a  

綿   
49′～110．5  

収穫21日前まで   
gai仇a  

0
0
 
 
 



6．作物残留試験結果  

（1）分析の概要   

（∋分析対象の化合物  

・クロラントラニリブロール  

②分析法の概要  

試料を含水アセトニトリルで抽出し、陰イオン交換ミニカラム及びポリマー系   

ミニカラムで精製し、高速液体クロマトグラフィー質量分析計（LC／MS）を用いて   

定量する。  

定量限界∴0．01ppm  

（2）作物残留試験結果  

（D水稲  

水稲（玄米）を用いた作物残留試験（2例）において、1％粒剤を育苗箱あたり   

50g散布したところ、散布後119～137日の最大残留量注1）は以下のとおりであった。  

クロラントラニリブロール：く0．01、く0．01ppm  

水稲（稲わら）を用いた作物残留試験（2例）において、1％粒剤を育苗箱あたり  

50g散布したところ、散布後119～137日の最大残留量は以下のとおりであった。  

クロラントラニリプロール：0．01、0．02ppm  

②だいず  

だいず（乾燥子実）を用いた作物残留試験（2例）において、5％フロアブルの  

4000倍希釈液を計3回散布（200L／10a）したところ、散布後7～21日の最大残留  

量は以下のとおりであった。  

クロラントラニリブロール：0，03、〈0．01ppm  

③えだまめ   

えだまめ（さや）を用いた作物残留試験（2例）において、5％フロアブルの4000   

倍希釈液を計3回散布（150～200，200L／10a）したところ、散布後3～21日の最大   

残留量は以下のとおりであった。  

クロラントラニリプロール：0．14、0．32ppm  

④はくさい   

はくさい（茎葉）を用いた作物残留試験（2例）において、5％フロアブルの100   

倍希釈液を育苗期にセル成型育苗トレイ（30×60cm）1箱あたり500mL港注処理   

し、．生育期に2000倍希釈液を3回散布（200L／10a）したところ、散布後3～21日   

の最大残留量は以下のとおりであった。  

クロラントラニリブロール：0．26、0．46ppm  
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⑤キャベツ   

キャベツ（葉球）を用いた作物残留試験（2例）において、5％フロアブルの100  

倍希釈液を育苗期にセル成型育苗トレイ（30×60cm）1箱あたり500mL濯注処理   

し、生育期に2000倍希釈液を3回散布（200L／10a）したところ、散布後3～21日   

の最大残留量は以下のとおりであった。  

クロラントラニリブロール：0．12、0．12ppm  

⑥ブロッコリー   

ブロッコリー（花膏）を用いた作物残留試験（2例）において、5％フロアブルの   

ノ♂β倍希紺を斉荻野仁セル戌響荊茅′レイβ♂ズ∂βc扉ノ屠あたク甜β正彦堕   

必摩し、生育期に2000倍希釈液を3回散布（200，70～150L／10a）したところ、散   

布後3～21日の最大残留量は以下のとおりであった。ただし、これらの試験は適用   

範囲内で行なわれていない。  

クロラントラニリブロール：0．20、0．10ppm  

⑦レタス   

レタス（茎葉）を用いた作物残留試験   

倍希釈液を育苗期にセル成型育苗トレイ   

し、生育期に1000倍希釈液を3回散布   

の最大残留量は以下のとおりであった。  

クロラントラニリブロール：3．00、  

（2例）において、5％フロアブルの100  

（30×60cm）1箱あたり500mL港注処理  

（200L／10a）したところ、散布後3～21日  

0．60ppm  

⑧ねぎ   

ねぎ（茎葉）を用いた作物残留試験（2例）において、5％フロアブルの2000倍   

希釈液を3回散布（200L／10a）したところ、散布後3～21日の最大残留量は以下の   

とおりであった。  

クロラントラニリブロール：0．21、0．66ppm  

⑨トマト   

トマト（果実）を用いた作物残留試験（2例）において、5％フロアブルのJβ♂   

倍希界汐を斉炭労／こ一席あたク2吉成瘡生処屠L、生育期に1000倍希釈液を3回   

散布（200L／10a）したところ、散布後1～14日の最大残留量は以下のとおりであっ   

た。ただし、これらの試験は適用範囲内で行なわれていない。  

クロラントラニリプロール：0．04、0．19ppm  

⑲なす   

なす（果実）を用いた作物残留試験（2例）において、5％フロアブルの100倍希   

釈液を育苗期に一株あたり25mL潅注処理し、生育期に1000倍希釈液を2回散布  

（200L／10a）したところ、散布後1～14日の最大残留量は以下のとおりであった。  

クロラントラニリブロール：0．06、0．26ppm  
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⑪きゆうり  

きゆうり（果実）を用いた作物残留試験（2例）において、5％フロアブルの100   

倍希釈液を育苗期に一株あたり25mL港注処理し、生育期に1000倍希釈液を3回   

散布（200，300L／10a）したところ、散布後1～14日の最大残留量は以下のとおり   

であった。  

クロラントラニリブロール：0．05、0．07ppm  

⑫りんご  

りんご（果実）を用いた作物残留試験（2例）において、10％フロアブルの2500   

倍希釈液を計3回散布（600，500L／10a）したところ、散布後3～21日の最大残留   

量は以下のとおりであった。  

クロラントラニリブロールニ0．31、0．10ppm  

⑬なし   

なし（果実）を用いた作物残留試験（2例）において、10％フロアブルのゑ死相   

仔希釈液を計3回散布（400，700L／10a）したところ、散布後3～21日の最大残留   

量は以下のとおりであった。  

クロラントラニリプロール：0．16、0．18ppm  

⑭もも  

もも（果肉）を用いた作物残留試験（2例）において、10％フロアブルの5000   

倍希釈液を計2回散布（400，500L／10a）したところ、散布後3～21日の最大残留   

量は以下のとおりであった。  

クロラントラニリプロール：0．02、く0．01ppm  

もも（果皮）を用いた作物残留試験（2例）において、10％フロアブルの5000   

倍希釈液を計2回散布（400，500L／10a）したところ、散布後3～21日の最大残留   

量は以下のとおりであった。  

クロラントラニリブロール：1．67、0．70ppm  

⑮ネクタリン   

ネクタリン（果実）を用いた作物残留試験（2例）において、10％フロアブルの   

5000倍希釈液を計2回散布（400L／10a）したところ、散布後3～21日の最大残留量   

は以下のとおりであった。  

クロラントラニリプロール：0．11、0．08ppm  

⑯すもも   

すもも（果実）を用いた作物残留試験（2例）において、 10％フロアブルの2500   

倍希釈液を計3回散布（500L／10a）したところ、散布後3～21日の最大残留量は以   

下のとおりであった。  
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クロラントラニリプロール：0．04、0．08ppm  

⑰おうとう   

おうとう（果実）を用いた作物残留試験（2例）において、10％フロアブルの2500   

倍希釈液を計3回散布（700，500L／10a）したところ、散布後3～21日の最大残留   

量は以下のとおりであった。  

クロラントラニリブロール：0．38、0．23ppm  

⑬いちご   

いちご（果実）を用いた作物残留試験（2例）において、5％フロアブルの2000   

倍希釈液を計2回散布（200L／10a）したところ、散布後1～14日の最大残留量は以   

下のとおりであった。  

クロラントラニリブロール：0．23、0．30ppm  

⑲茶   

茶（荒茶）を用いた作物残留試験（2例）において、10％フロアブルの2000倍希  

釈液を1回散布（400L／10a）したところ、散布後3～21日の最木残留量は以下のと   

おりであった。  

クロラントラニリブロール：29．8、38．6ppm  

茶（浸出液）を用いた作物残留試験（2例）において、10％フロアブルの2000   

倍希釈液を1回散布（400L／10a）したところ、散布後3～21日の最大残留量は以下   

のとおりであった。  

クロラントラニリブロール：16．9、19．6ppm  

なお、これらの試験結果の概要については、別紙1－1、海外で実施された作物  

残留試験成績の結果の概要については、別紙1－2を参照。  

注1）最大残留量：当該農薬の申請の範囲内で最も多量に用い、かつ最終使用から収穫までの期間  

を最短とした場合の作物残留試験（いわゆる最大使用条件下の作物残留試験）を実施し、そ  

れぞれの試験から得られた残留量。  

（参考：平成10年8月7日付「残留農薬基準設定における暴露評価の精密化に関する意見具申」）  

注2）適用範囲内で実施されていない作物残留試験については、適用範囲内で実施されていない  

条件を斜体で示した。  

7．乳牛における残留試験結果   

乳牛に対してクロラントラニリブロール1、3、10及び50ppm相当を含有するゼラチ   

ンカプセルを28日間にわたり摂食させ、筋肉、脂肪、肝臓、腎臓中のクロラントラニ  

リブロールを測定した。また、牛乳については、投与開始後、1、3、5、7、10、14、21、  
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28日目に搾乳したものを測定し、14及び21日後に採取した牛乳より調製したスキムミ  

ルク及びクリーム試料についても測定した（定量限界：0．010ppm）。結果については表  

1参照。  

表1．組織中の最大残留（ppm）  

定量限界（0．010ppm）  でも検出限界（0．003ppm）を超えていた場合は、有効数  

・字1桁で表中に記載し、該当するセルに網をかけて示した。  

上記の結果に関連して、米国とカナダにおける作物残留試験から、肉牛で1．51ppm、  

乳牛で1．62ppmと算出されたmaximumdietaryburden注）を基に、米国では陸棲晴乳類  

の肉及び乳に対して、0．01ppmの残留基準を設定している。  

注）maximum dietary burden：飼料として用いられる各作物ごとに、残留試験で認められた最   

大濃度、飼料の乾燥度合及び給与割合を掛け合わせ、それらの値を合計することにより、   

飼料の摂取によって畜産動物が暴露されうる農薬の最大量を算出したもの。飼料中残留濃度   

として示される。  

8．魚介類への推定残留量  

本農薬については水系を通じた魚介類への残留が想定されることから、農林水産省   

から魚介に関する個別の残留基準の設定について要請されている。このため、本農薬   

の水産動植物被害予測濃度注l）及び生物濃縮係数（BCF：Bioconcentration Factor）   

から、以下のとおり魚介類中の推定残留量を算出した。  

（1）水産動植物被害予測濃度  

本農薬が水田及び水田以外のいずれの場面においても慣用されることから、水田   

PECtier2注2）及び非水田PECtierl注3）について算出したところ、水田PEC   

tier2は0．19ppb、非水田PECtierlは0．0044ppbとなったことから、水田PE   

Ctier2の0．19ppbを採用した。  
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（2）生物濃縮係数  

本農薬はオクタノール水／分配係数（logl。Pow）が2．76であり、魚類濃縮性試験が   

実施されていないことから、BCFについては実測値が得られていない。このため、  

logl。Powから、相関式（Logl。BCF＝0．80Logl。Pow－0・52）を用いて48・8と算出され   

た。  

（3）推定残留量  

（1）及び（2）の結果から、水産動植物被害予測濃度：0．19ppb、BCF：48．8  

とし、下記のとおり推定残留量が算出された。  

推定残留量＝0．19ppb X（BCFX5）＝0．04636ppm≒0．05ppm  

注1）農薬取締法第3条第1項第6号に基づく水産動植物の被害防止にかかる農薬の登録保留基準設  

定における規定に準拠  

注2）水田中や河川中での農薬の分解や土壌・底質への吸着、止水期間等を考慮して算出したもの。  

注3）既定の地表流出率、ドリフト率で河川中に流入するものとして算出したもの。  

（参考：平成19年度厚生労働科学研究費補助金食品の安心・安全確保推進研究事業「食品中に残留  

する農薬等におけるリスク管理手法の精密化に関する研究」分担研究「魚介類への残留基準設  

定方法」報告書）  

9．ADIの評価   

食品安全基本法（平成15年法律第48号）第24条第1項第1号の規定に基づき、  

平成20年3月25日付け厚生労働省発食安第0325001号により食品安全委員会  

あて意見を求めたクロラントラニリブロールに係る食品健康影響評価について、以下の   

とおり評価されている。  

無毒性量：26．1mg／kg体重／day  

（動物種）  マウス  

（投与方法）  混餌  

（試験の種類）  発がん性試験  

（期間）  

安全係数：100  

ADI：0．26mg／kg体重／day  

18カ月間  

10．諸外国における状況   

JMPR における毒性評価はなされておらず、国際基準も設定されていない。  

米国、カナダ、欧州連合（EU）、オーストラリア及びニュージーランドについて調  
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査した結果、米国においてあぶらな科野菜等に、オーストラリアにおいてりんご等に、  

EUにおいてぶどう等に、カナダにおいてセロリ等に基準が設定されている。  

11．基準値案  

（1）残留の規制対象  

クロラントラニリブロール本体  

なお、食品安全委員会によって作成された食品健康影響評価においては、暴露評価対   

象物質としてクロラントラニリブロール（親化合物のみ）と設定している。  

（2）基準値案  

別紙2のとおりである。  

（3）暴露評価  

各食品について基準値案の上限まで又は作物残留試験成績等のデータから推定さ   

れる量のクロラントラニリプロールが残留していると仮定した場合、国民栄養調査   

結果に基づき試算される、1日当たり摂取する農薬の量（理論最大1日摂取量（TM   

Dり）のADIに対する比は、以下のとおりである。詳細な暴露評価は別紙3参照。  

なお、本暴露評価は、各食品分類において、加工・調理による残留農薬の増減が   

全くないとの仮定の下におこなった。  

TMDI／ADI（％）注）   

国民平均   8．2   

幼′j、児（1～6歳）   14．3   

妊婦   6．8   

高齢者（65歳以上）   8．9   

注）TMDI試算は、基準値案×摂取量の総和として計算している。  
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（別紙1－1）  

クロラントラニリブロール作物残留試験一覧表  

農作物  試験圃場数   
試験条件  最大残留量（ppm）  

剤型   ニ 
【クロラントラリブロール】  

水稲  圃場A：〈0．01（1回、137日）  

（玄米）   

2t   1％粒剤   50g／箱散布   上回  119，137日  
圃場B：〈0．01（1回、119日）   

水稲  圃場A：0．01（1回、137日）  

（稲わら）   
2   1％粒剤   50g／箱散布   上回  119，137日  

圃場B：0．02（1回、119日）   

だいず   4000倍散布  圃場Aニ0．03   
2   5％フロアプル剤  

（乾燥子実）  
200L／10a   7          呈回  ＿，14，21日   

圃場B：く0．01   

えだまめ  4000倍散布  圃場A：0．14  

（さや）   

2   5％フロアプル剤  
150～200．200L／10a   

呈回  旦，7，14，21日  
圃場B：0．32   

キャベツ  
5％フロアプ／レ剤  100倍500mL／セ小レイ港注 ＋2000倍散布 

圃場A：0．12（4匡Ⅰ、7日）  

（菓球）   

－2  
，200L／10a   圃場B：0．12   

はくさい  圃場A：0．26  

（茎葉）   

2   5％フロアプル剤  100倍500mL／セ小レイ確注 ＋2000倍散布，200L／10a  皇回  旦，7，14，21日  圃場B二0＿46   

ブロッコリー  100倍500mL／セルルイ濯注  圃場A：0．20（4回、3日）（＃）  
2   5％フロアプル剤  ＋2000倍散布，  4回  3，7，14，21日  

（花菅）  200．70～150L／10a  圃場B：0，10（4回、3日）（＃）   

レタス  圃場A：3．00（4回、7日）  

（茎葉）   

2   猪フロアプル剤  100倍500mL／セ小レイ潅注 ＋1000倍散布，200L／10a  4回  旦7，14，21日  圃場B：0．60   

ねぎ  2000倍散布  圃場A：0．21  

（茎葉）   
2  5％フロアプル剤  200L／10a   呈回  旦，7，14，21日  

圃場B：0．66   

トマト  靖場A：0．04（4回、7日）（＃）  

（果実）   

2   5％フロアプル剤  100倍25mL／ホープト潜注 ＋1000倍散布，200L／10a  4回  1，7，1．4日  圃場B：0．19（4回、1日）（＃）   

なす  100倍25mL／ホ●外港注  圃場A：0．06  

（果実）   

2   5％フロアプル剤   ＋1000倍散布，200L／10a  旦回  ム7，14日  
圃場B：0．26   

きゆうり  圃場A：0．05  
2   5％フロアプル剤  100倍25mL／ホ●ット澄江 ＋1000倍散布，200．300L／10a  皇回  ム7，14日  （果実）  圃場B：0．07   

りんご  2500倍散布  圃場A：0．31  

（果実）   
2   10％フロアプル剤  500，600L／10a   呈回  呈，7，14，21日  

圃場B：0．10   

なし  2500倍散布  開場A：0．16  

（果実）   

2   10％フロアプル剤  
400，700L／10a   

呈回  ＆7，14，21日  
圃場B：0．18   

もも  5000借散布  圃場A：0．02  
2   10％フロアブル剤  

（果肉）  
400，500L／10a   呈回  も7，14，21日  

圃場8：〈0．01   

もも  5000倍散布  圃場A：1．67  
2   10％フロアプル剤  呈回  呈，7，14．21日  

（果皮）  400，500L／10a  圃場B：0．70   

ネクタリン  5000倍散布  圃場A：0．11  

（果実）   
2   1鵬フロアプル剤  400L／10a   呈回  呈，7，14，21日  

圃場B：0．08   

すもも   2500倍散布  圃場A：0．04（3回、14日）   
2   10％フロアプル剤  

（果実）  
500L／10a   呈回  旦，7，14，21日   

圃場B：0．08   

おうとう  2500倍散布  圃場A：0．38  

（果実）   

2   10％フロアプル剤  500，700L／10a   旦回  呈，7，14，21日  
圃場B：0．23   

いちご  2000倍散布  圃場A：0．23  

（果実）   
2   5％フロアプル剤  200L／10a   呈回  ム7，14日  

圃場B：0．30   

茶  2000倍散布  圃場A：29．8  

（荒茶）   

2   10％フロアブル剤  400L／10a   上回  旦7，14，21日  
圃場B：38．6   

茶  2000倍散布  圃場A：16．9  

（浸出液）   

2   1鴎フロアブル剤  400L／10a   上回  旦7，14，21日  
圃場8：19．6   

最大使用条件下の作物残留試験に、アンダーラインを付している。   

なお、食品安全委員会の農薬評価書「クロラントラニリブロール」に記載されている作物残留試験成績は、各試験条件における残留農  
薬の最高値及び各試験場、検査機関における最高値の平均値を示したものであり、上記の最大残留量の定義と異なっている。  
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（別紙1－2）  

クロラントラニリブロール海外作物残留試験一覧表  

試験  
農作物   圃場数   

試験条件  最大残留量（pptれ）  

剤型   使用量・使用方法  回数  経過日数   
【タロ   ラントラニリブロール】  

▼ユ上L之主」建月  

7．15．21，18日   
1．3．7．14．21日  圃場C  回、3日）  
1、3．7．14、21日   圃場D  

圃場E：く0＿003  
圃場F：く0＿003  

圃場G：く0．003  

圃場H：く0．003  

圃場Ⅰ：く0＿003  

ばれいしよ   18  35％顆粒水和剤   0．2091bai／A   三回  
上皇日  

圃場J：〈0．003  
（塊茎）  圃場K：0．005  

圃場L：0．003  

圃場M：く0．003  

圃場N：〈0．003  

圃場0：く0．003  

圃場P：く0．003  

圃場Qニ〈0．003  

15日   
圃場R：  

臨場S：   

ぱれいしよ   ロ  35％顆粒水和剤  1．0171b∂i／A  旦回   
（塊茎）  

14日   圃場A：0．004（＃）   

圃場A  
圃場B  

キャベツ  圃場C  

（菓球）  7  20％フロアデル剤   0．2091bai／A  呈回   3日  圃場D  

外葉あり  圃場E  
圃場F  
匪Ⅰ場G  

キャベツ  圃場A  
（菓球）  3  20％フロアデル剤   0．2091bai／A  呈回   3日  圃場B  

外菓なし  圃場C  
圃場A  
圃場B  

ブロッコリー  3日  
圃場C  

（頭部及び茎）   
7  20％7げデル剤   0．2081bai／A  呈回  圃場D  

圃場E  

墓F  
0，1，3，7，10日                 圃場G  、1日）   

圃場A  
圃場B  

からしな  
6  20％フロアデル剤   0．2091bai／A  呈回   3日  

圃場C  

（茎葉部）  圃場D  
圃場E  
圃場F  
圃場A  
圃場B  

レタス  
1日  

圃場C  
（茎葉）  7  20％フロアフ㍉レ剤   0．2041bai／A  呈回  圃場D  

外葉あり  圃場E  

場F  
0．1、3、7．10日  圃場G  、3日）   

レタス  圃場A  

（茎葉）  3  20％フロアデノレ剤   0．2041bai／A  呈回   1日  圃場B  

外菓なし  圃場C  
圃場A  
圃場B  

リーフレタス  
圃場C  

（茎葉）   

ロ  20％フロアフナル剤   0．2091bai／A  呈回   1日  圃場D  
圃場E  
圃場F  
圃場G  
圃場A  
圃場B  

セルリー  圃場C  

（茎葉）  7  20％フロアフ～ル剤   0．2041bai／A  呈回   1日  圃場D  

外菓あり  圃場E  
圃場F  
圃場G  

セルリー  圃場A  
（茎葉） 外菓なし  3  2鴫フロアデル剤   0．2041bai／A  呈回   1日  圃場B  

圃場C  
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試験  試験条件  最大残留量（ppm）  
農作物   圃場数  

使用量・使用方法  回数   経過日数   
【クロ   ラントラニリブロール】  

剤型  
圃場A  
圃場B  

1日  
圃場C  

ほうれんそう   7  20％フロアデル剤   
（茎葉）  

0．2091bai／A  呈回  圃場D  
圃場E  
圃場F  

0、1，3、7．10日  陸】！嘉G  3日）   
圃場A  
圃場B  
圃場C  
圃場D  
圃場E  
圃場F  

トマト  
（果実）   

13  20％フロアデル剤   0．2101bai／A  呈回   1日  圃場G  
圃場H  
圃場Ⅰ  
圃場J  
圃場K  
圃場L  
圃場M  
圃場A  
圃場B  
圃場C  

ピーマン  
7  20％フロアデル剤   

（果実）  

0．2091bai／A  呈回   1日  圃場D  
圃場E  
圃場F  
圃場G  
圃場A  

とうがらし  
4  20％フロアデル剤   0．2091tbai／A  呈回   1日  

圃場B  

（果実）  圃場C  
匪l場D  

圃場A  
圃場B  
圃場C  

きゆうり  
7  20％フロアデル剤   

（果実）  

0．2111bai／A  呈回   
1日  

圃場D  
圃場E  

凰F  
0．1．3，7．10日  面瘍G  回、1日）   

圃場A  
カンタロープ  圃場B  

（果実）  6  20％フロアデル剤   0．2151bai／A  呈回   1日  
圃場C  

※果皮を含む  圃場D  

全果実  圃場E  
圃場F  

マスクメロン  

（果実）  

※果皮を含む  
20％フロア70ル剤   0．2151bai／A  呈回   1日   圃場A：0．011   

全果実   

圃場A  

サマースカッ  
圃場B  

シュ  6  20％フ岬フ■ル剤   0．2101bai／A  呈回   1日  
圃場C  

（果実）  

圃場D  
圃場E  
圃場F  
圃場A  

14日  圃場B  

C  

りんご  
15日  

（果実）  

圃場E  

圃場F  

※全果実  
13  35％顆粒水和剤  0．2071bai／A  呈回  圃場G  

（芯及び果梗  14日  圃場H  

基部を含む）  
圃場Ⅰ  
圃場  
圃場  
圃場  

0．7．14．21．28日  圃場  回、7日）   

圃場A  
14日  

なし  圃場B   

（果実）  10日   圃場C  ：0．065  

※全果実  
7  35％顆粒水和剤  0．2041bai／A  呈回  圃場D  

14日  

（芯及び果梗  圃場E   

基部を含む）  13日   圃場F  ：0．038  ‾ 
揚G  ：0．070   

㌃
 
 
 



試験  試験条件  最大残留量（ppm）  
農作物   囲場数  

任用量・使用方法  回数   経過目数   
【クロ   ラントラニリブロール】  

剤型  
11日  

10日  塵装旦」  

＿】＿．＿＿▼▼辻旦＿＿▲＿＿＿＿  
10日  匪l場D  

もも   ＿！J＿左旦Å．L＿ユ亘旦▼．．   

（果実）  
13  35％顆粒水和剤   0．211bai／A  呈回  

11日   圃場F  

9日   

圃場G：  

※果皮を含む  魔境軋：   

全果実  10日  

（核を除く）  11日  Eヨ＝  
蹄！嘉K  回、1日）       1，3．8．10，14日’  

10日   匡l堤L  

圃場A  
圃場B  
圃場C  

すもも  8  35％顆粒水和剤   0．201bai／A  呈回   
10日  

圃場D  

（果実）  
圃場E  
圃場F  

0，5．10，14，21日  圃場G  
10日   圃1嘉H  

すもも   
10日   

圃場A  

（果実）  2  35％額粒水和剤   
0．201bai／A  三回  歯堤B  

すもも   
10日   

圃場A  

（果実）  2  35％顆粒水和剤   
0．201bai／A  呈回  

匪l場B  

10日   l週場A  

9日   圃場B  
圃場C  

おうとう  8  35％顆粒水和剤   0．201bai／A  呈回  
圃場D  

（果実）  

10日  
圃場E  

し堤F  
9日   繭堤G  
10日   陸揚H  

おうとう   
10日   

圃場A  

（果実）  2  35％顆粒水和剤   
0．201bai／A  之回  

圃〕募B  

おうとう  
10日   

圃場A  

（果実）   2  35％顆粒水和剤 （展着剤加用）   

0．201bai／A  三回  
圃！嘉B  

14日   ＿風速A  

1，2，7．13．23日  圃場岳  回、1日）  
圃場C  
圃場D  

14日  圃場E  
圃場  

ぶどう   12  35％顆粒水和剤   0．211bai／A  呈回  
岡垣  

13日  

回1日〕       1471520日  
圃場J  

15日  
圃j嘉K   

13日   圃場  
巳ヨノ＝  

圃場  
21日  圃場  

圃場  
画境  

22日   
圃場F  

綿実  14  35％顆粒水和剤  0．2031bai／A  呈回                    圃G   
（種子）  21日  

20日   問場  
22日   圃場  
21日   圃場  

23日  

0．7，14，21，28日   
0．6．14．20．25日  匪l場  、6日）   

圃場  
圃場  

21日  圃場  
綿実  7  35％顆粒水和剤  0．2031bai／A  呈回  昆ヨ＝  

（繰綿）  圃場  

22日   

圃場F：1．2  

圃場G：15   
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（別紙2）  農薬名  クロラントラニリブロール   

参考基準値  
基準値  外国  作物残留試験成績   

農産物名  案  現行  基準値  
PPm   PPm   PPm  pPm   PPm  

米   0．05  申，汀  く0．01，〈0．01   

申  大豆   0．2  0．03（‡）．く0．01   

【〈0．003－  
ばれいしよ   0．01  IT  0．01  アメリカ   0．005（nミ19）／0．004（n＝1日   

【米国レタス、りづレタス、セロリを参  
クレソン   13  lT  13  アメリカ  照】   

0．26．0，46  

はくさい  4．0  申，汀  【米国キヤへ■ッ、ブロッコリーを参照】  

0．12．0．12  
【0、043－l．2（n＝7）（外套有り）】  

キャベツ  4．0  申，IT  【0．D54－0．098（山王3）（外集なし）】   

芽キャベツ   4．0  fT  （米国キ十へ◆ッ、7●りコグーを参照】   

ケール   1T  【米国からしなを参照】   
こまつな   lT  【米国からしなを参照l   

きような   1T  l米国からしなを参照】   

チンゲンサイ   lT  【米国からしなを参照】   

カリフラワー   4．0  lT  【米国キヤヘ●ッ、ブロクコ1トを参照】   

0．20（軌0．10（＃）  
ブロッコリー   4．0  申，IT  【0．13－0．71（n＝7）】   

その他のあぶらな科野菜   1T  アメリカ  【l．3－6．1（nニ6×米国からしな）I   

【米国レタス、り十7レタス、セロリを参  

エンダイブ   13  tT  アメリカ  照】   

しゆんぎく   
l米国レタス、リーフレタス、セロリを参   

13  lT  照l   

3．00，0．60   

【0．004－2．5（n＝7X外葉あり）l  

【0．072－0．74（n＝3）（外柔なし）】  

レタス  13  申，IT  【3．4－6．3（n＝7）（リーフレタス）】   

その他のきく科野菜   
【米国レタス、リーフレタス、セロリを参  

13  IT  13  アメリカ  照l   

申  ねぎ   0．21，0．66（‡）   

【米国レタス、りづレタス、セロリを参  
パセリ   13  lT  13  アメリカ  照】   

【1．1－3．8（n＝7）（外集ありH  
セロリ  13  IT  【0．22－2．6（n＝3）（外業なし）】   

その他のせり科野菜   
【米国レタス、ゾウレタス、セロリを参  

13  lT  13  アメリカ  照l   

0．04（軋0．19（詳）  
トマト   0．7  申，lT  0．70  アメリカ  【0．018－0．13（肝13）】   
ピーマン   0．7  IT  【0．024－0．19（n≡7）I   

なす   0．7  申  0．06，0．26（‡）   

その他のなす科野菜   0．7  lT  0．70  アメリカ  【0．07ひ－0．22（n＝4）（とうがらし）】   

0．05．0．07  

きゆうり   0．3  申  0．25  アメリカ  【0．006－0．083（n＝7）】   

【0．022－0．093（n＝6）（サマース   
かぼちや   0．25  1T  カッシュ）l   

【米国きゅうり、かぼちゃ、メロン  
しろうり   0．25  lT  を参照】   

すいか※l   
l米国きゅうり、かIfちゃ、メロン  

0．25  1T  を参照】   

【仇028－0．12（n＝6）（カンタローフつ】  

メロン類果実※l   0．25  lT  【0．011（n＝l）マスクメロンl   

まくわうり   
【米国きゅうり、かぼちや、メロン  

0．25  lT  を参照】   

その他のうり科野菜   
【米国きゅうり、かぼちゃ、メロン  

0．25  IT  0．2  アメリカ  を参照】   

ほうれんそう   13  tT  E  アメリカ   【3．5－9．7（n＝7）】   

えだまめ  申  0．14，0．32（‡）   

【米国レタス、リーフレタス、セロリを参  
その他の野菜   13  IT  ロ  アメリカ  照】   
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（別紙2）  農薬名  クロラントラニリブロール   

参考基準値  
基準値  外国  作物残留試験成績   

農産物名  案  現行  基準値  
PPm   PPm   PPm  PPm   pPm  

0．31（i），0．10  

りんご   申  0．30  アメリカ  【0．010－0．30（n＝13）】   

日本なし   0．5  申  0．16（軋0．18（＃）   

（日本なし参照）  

西洋なし   0．5  申  【0．022－0．14（n＝7）】   

マルメロ   0．3  IT  【米国りんご、なしを参照】   

びわ   0．3  IT  0．30  アメリカ  【米国りんこなしを参照l   

0．02，く0．01（果肉）／1．67，   

もも※2   1．0  申，IT  1．0  アメリカ  0．70（果皮） 【0．0779－0．352（n＝13）】  0．1l，0．08   
【米国もも、すもも、おうとうを参  

ネクタリン   1，0  申，1T  照l   

t米国もも、すもも、おうとうを参  

あんず（アプリコットを含む）  1．0  lT  1．0  照】  

0．04，0．08  
【0．005－0．076（n＝8）／0．013，  

すもも（プルーンを含む）  1．0  申，IT  1．0  0．023／0．011．0．031】  

0＿38，0．23  
【0．072－0．48（n＝8）／0．15，  

おうとう（チェリーを含む）  申  1．0   0．49／0．21．0．61】   

申  0．7  いちご  0．23，0．30   

ぶどう   1．2  lT  1．2  アメリカ   【0．0443－0．591（n＝12）l   

綿実   0．3  1T  0．30  アメリカ   【0．006－0．37（n＝14）l   

29凡38．6（荒茶）／16．9，19．6   

茶   50  申  （浸出液）   

牛の筋肉   0．01  IT  0．0  アメリカ  

豚の筋肉   0．01  IT  

その他の陸棲哺乳類に属する動物の筋肉   0．01  lT  

牛の脂肪   0．01  1T  

豚の脂肪   0．01  IT  

その他の陸棲哺乳類に属する動物の脂肪   0．01  IT  

牛の肝臓   0．01  lT  

豚の肝臓   0．01  IT  

その他の陸棲哺乳類に属する動物の肝臓   0．01  lT  

牛の腎臓   0．01  1T  

豚の腎臓   0．01  IT  

その他の陸棲哺乳類に属する動物の腎臓   0．01  1T  

牛の食用部分   0．01  lT  

豚の食用部分   0．01  IT  

その他の陸棲晴乳類に属する動物の食用部分   0．01  1T  0．0  アメリカ   

乳   0．01  IT  0．0  アメリカ  

0．05  魚介類  

（拷）これらの作物残留試験は、申請の範囲内で試験が行われていない。  
（‡）で示した値は、作物硬留試験成績のばらつき等を考慮し、試験が行われた範囲内でもっとも大きな残留値を考慮した。  
※1すいか及びメロン類果実の基準値については、果皮を含む全果実に適用するものとする。  
※2 ももの基準値については、果皮を含む全果実（種子を除く。）に適用するものとする。  
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（別紙3）  

クロラントラニリプロール推定摂取量（単位：Pg／人／day）   

幼′ト児  

食品群   
基準値案 （ 

ppm）   TMDI   1 

9 3  
6．7   11．8   大‾  0 2  

0．3   まれいしよ  0 01  
13  ヽ   ヽ  13  ヽ  4 0  

4 0  
÷ ヽヽ  

・・・l・◆一       予ヽヽ  4 0    0 4  0 4  
四  

ー   ≠  四  
ー≠  四  

四  

D  4 0  
4 0  18 8  ロ  

13  その他のあぶら≠科野菜  四  
ん や  13          争   A  

し  む  13  
9．1   その他のきく科野菜  13    ロ  

27．0   ねぎ（リーキを む）  2  
1．3   パセリ  13  

3. 9i セ  t  13  
3 9   せ 斗 莱  13      何  

トマト   0 7  13．2  

0 7  2．6   

4．0   ／  0 7  
0．   0．   0．2   その他のなす科野菜  0 7  
2  5，0   ヽ    A  0 3  

0 25  2 9  、÷     A  
0．2   0 25  
0．0  ＼ ゝ  0 25  
0．1  0 25  
0．0   0 25  
0．2  

その他の－り科野菜  0 25            13      226  282．1   
0．1   

えだまめ  円          ‾…■ 
158．6   

・，小   享ゐゐ転業  13            口        35 6   
0 5  2  2．6   ≠  

0 05   ナ  0 5  
0 0  0．0   マルメロ  0 3  
0 0：  0．   0．0  びわ  0 3  

10  0．1   

0．1   l、  10  
0．1   ー コ、、  A  10  
0．2   レー’’  10  
0．1   お－と’（チ リーをAむ）  円    0  

0．   0．1   いちゾ  0 7    0 3      ぶど－  12    5．  円  4．6   
0 3   0 0：  綿実         0．  0．0   
50  175．   215．0   

－Iごト・  

0   0．6   ‾ の  0 01  
2   14   1竜  0 01      口  

魚介類   0．05   4．  4．7   

計   1130．   587．  988．   1256．8   

ADI比（％）   8．  14．   6．   8．9   

高齢者及び妊婦については水産物の摂取量データがないため、国民平均の摂取量を参考とした。  

TMDI：理論最大1日摂取量（TheoreticalMaximumDailyIntake）  
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（参考）  

これまでの経緯  

平成20年 3月10日 農林水産省より厚生労働省へ農薬登録申請に係る連絡（水稲、  

りんご等）  

平成20年 3月25日 厚生労働大臣から食品安全委員会委員長あてに残留基準設定に  

係る食品健康影響評価について要請  

平成20年 3月27日 食品安全委員会（要請事項説明）  

平成20年 7月11日 第22回農薬専門調査会総合評価第二部会  

平成20年 7月23日 インポートトレランスによる基準値設定要請（米、ほうれんそ  

う等）  

平成20年 8月19日 第42回農薬専門調査会幹事会  

平成20年 8月28日 食品安全委員会における食品健康影響評価（案）の公表  

平成20年10月 9日 食品安全委員会（報告）  

平成20年10月 9日 食品安全委員会委員長から厚生労働大臣あてに食品健康影響評  

価について通知  

平成21年 3月 4日 薬事・食品衛生審議会食品衛生分科会へ諮問  

平成21年 3月 6日 薬事・食品衛生審議会食品衛生分科会農薬・動物用医薬品部会  

●薬事・食品衛生審議会食品衛生分科会農薬・動物用医薬品部会  

［委員】   

青木 宙   

生方 公子  

○大野 泰雄   

尾崎 博   

加藤 保博   

斉藤 貢一   

佐々木 久美子   

志賀 正和   

豊田 正武   

松田 りえ子  

山内 明子  

山添 康   

吉池 信男  

由田 克士  

鰐渕 英機  

（○：部会長）  

東京海洋大学大学院海洋科学技術研究科教］受  

北里大学北里生命科学研究所病原微生物分子疫学研究室教授  

国立医薬品食品衛生研究所副所長  

東京大学大学院農学生命科学研究科教4受  

財団法人残留農薬研究所理事  

星薬科大学薬品分析化学教室准教授  

元国立医薬品食品衛生研究所食品部第一室長  

元農業技術研究機構中央農業総合研究センター虫害防除部長  

実践女子大学生活科学部生活基礎化学研究室教書受  

国立医薬品食品衛生研究所食品部部長  

日本生活協同組合連合会組織推進本部 本部長  

東北大学大学院薬学研究科医療薬学講座薬物動態学分野教授  

青森県立保健大学健康科学部栄養学科教授  

国立健康・栄養研究所栄養疫学プログラム国民健康・栄養調査プロ  
ジェクトリーダー  

大阪市立大学大学院医学研究科都市環境病理学教授  
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答申（案）   

タロラントラニリブロール  

食品名  

（注1）「その他のあぶらな科野菜」とは、あ  
ぶらな科野菜のうち、だいこん類の根、だいこ  
ん類の葉、かぶ類の板、かぶ類の菓、西洋わさ  
び、クレソン、はくさい、キャベツ、芽キャベ  
ツ、ケール、こまつな、きような、チンゲンサ  
イ、カリフラワー、ブロッコリー及びハープ以  
外のものをいう。  

0．05     0，2  
13  

4、0  

4、0  

4．0  

11  

11  

クレソン  

はくさい  
キャベツ  
芽キャベツ  

ケール  
こまつな  
きような  
チンゲンサイ  

11  

11  

4．0  

4．0  

11  

（注2）「その他のきく科野菜」とは、きく科  
野菜のうち、ごぼう、サルシフイー、アーティ  
チョーク、チコリ、エンダイブ、しゆんぎく、  
レタス及びハープ以外のものをいう。  

（注3）「その他のせり科野菜Jとは、せり科  
野菜のうち、にんじん、パースニップ、パセ  
リ、セロリ、みつば、ス′くイス及びハー プ以外  
のものをいう。  

（注4）「その他のなす科野菜」とは，なす科  
野菜のうち，トマト，ピーマン及びなす以外の  

ものをいう。  

（注5）「その他のうり科野菜」とは、うり科  
野菜のうち、きゆうり、かぼちや、しろうり、  
すいか、メロン類果実及びまくわうり以外のも  
のをいう。  

カリフラワー  
ブロッコリー  

互生他辿…五度崩鮎11＿‖＿＿＿＿＿＿＿＿岬＿＿＿＿＿＿…＿  

エンダイブ  
しゆんぎく  

13  
13  
13  
13  

2  

13  
13  
13  

0．7  
0．7  
0．7  
0．7  
0．3  

0．25  
0．25  
0．25  

互生低空皇工剋里監蛙旦1＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿  

＿＿＿＿＿｝＿＿＿＿＿＿＿＿＿－＿＿＿＿＿＿＿＿】＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿脚仙”＿”＿  

パセリ  

セロリ  レタス  担豊  
皇聖地聖堂＿乳剋監温蛙旦1＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿－●＿＿＿＿＿＿＿  

トマト  
ピーマン  

なす  
互生他生な土製盟盈（崖Al…．＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿…＿＿｝＿＿＿＿…＿＿  
きゆうり  
かぼちや  
しろうり  
すいか（果皮を含む。）  
メロン類果実（果皮を含む。）  
まくわうり  
皇聖地聖上且地温く注旦〕＿＿＿．＿…＿＿＿＿●＿．＿＿＿＿…＿＿＿＿＿＿＿＿… ほうれんそう  

えだまめ  

互生他生竪真上注旦〉＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿…仙＿＿＿＿．＿＿＿－＿＿＿＿  
りんご  
日本なし  
西洋なし  
マルメロ  

ぴわ  

0．25  

0、25  

0、25  

13  

1  

13  

1  

0．5  

0．5  

0．3  

（注6）「その他の野菜」とは、野菜のうち、  
いも類、てんさい、さとうきび、あぶらな科野  
菜、きく科野菜、ゆり科野菜、せり科野菜、な  
す科野菜、うり科野菜、ほうれんそう、たけの  
こ、オクラ、しようが、未成熟えんどう、未成  
熟いんげん、えだまめ、きのこ類、スパイス及  
びハー プ以外のものをいう。   0．3  

1．0  
1．0  
1．0  
1．0  

1  

もも（果皮を含む。）  
ネクタリン  
あんず（アプリコットを含む。）  
すもも（プルーンを含む。）  
おうとう（チェリーを含む。）  

0．7  
1．2  
0．3  

牛の筋肉  盈…●＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿、＿＿＿＿＿＿＿＿＿－＿＿＿＿＿●＿＿＿＿●＿＿＿＿＿＿－＿＿＿－＿＿…  豚の筋肉  
皇聖地里塵捷感長殿眉正二ゑ勤勉空虚奥＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿  

牛の脂肪 豚の脂肪  
五里他生陸達磨屋麒眉正二ゑ勤勉毀追抜＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿  

牛の肝臓  
0．01  

豚の肝臓  

皇聖地空陸捷盛運鮎農工ゑ勤勉里圧勝＿＿．．，．。．＿…＿＿＿＿  
牛の腎臓  
豚の腎臓  

牛の食用部分  
豚の食用部分  

皇聖地空陸壊滅屋胤眉止二良勤塾生食用剋分」＿＿＿＿＿． 弘＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿－＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿－＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿  0．01    0．01    0．05  

⑲  

l．   一しl  



し；阜・ミニごJ  

厚■生労働省発食安第1204004号  

平成 2 0 年12 月 4 日  

薬事・食品衛生審議会   

会長 望月 正隆 殿   

厚生労働大臣  

諮 問 書  

食品衛生法（昭和22年法律第233号）第11条第1項の規定に基づき、下記の  

事項について、貴会の意見を求めます。  

記  

次に掲げる農薬の食品中の残留基準設定について  

メタフルミゾン   



2
 
 
 



平成21年3月19日  

薬事・食品衛生審議会   

食品衛生分科会長 岸 玲子 殿  

薬事・食品衛生審議会食品衛生分科会   

農薬・動物用医薬品部会長 大野 泰雄  

薬事・食品衛生審議会食品衛生分科会  

農薬・動物用医薬品部会報告について   

平成20年12月4日厚生労働省発食安第1204004号をもって諮問された、食  

品衛生法（昭和22年法律第233号）第11条第1項の規定に基づくメタフルミゾン  

に係る食品規格（食品中の農薬の残留基準）の設定について、当部会で審革を行った結  

果を別添のとおり取りまとめたので、これを報告する。  
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（別添）  

メタフルミゾン  

1．品目名：メタフルミゾン（Metaflumizone）  

2．用途：殺虫剤  

昆虫の神経細胞のNa＋チャンネルに作用し、神経系における情報伝達を阻害するこ   

とにより殺虫効果を示すと考えられている。  

3．化学名   

（EZ）r2’－［2－（4－CyanOphenyl）－l－（α，α，α一trifluoro～〟rtOlyl）ethylideneト4－   

（trifluoromethoxy）carbanilohydrazide（IUPAC）   

2－［2－（4－CyanOPhenyl）一卜［3－（trifluoromethyl）phenyl］ethylidene］－N－   

［4－（trifluoromethoxy）phenyl］hydrazinecarboxamide（CAS）  

4．構造式及び物性  

Q－。CF3  

三三丁  

（E一異性体）   （Z一異性体）  

（有効成分中の含有量  E一異性体90％以上、Z－異性体10％以下）  

分子式  C24H16F6N402  
分子量  506．40  

水溶解度  メタフルミゾン：1．79×10‾6g／L（20℃）  

E－異性体：1．07×10‾6g／L（20℃）  

Z一異性体：1．87×10▲6g／L（20℃）  

分配係数  E－異性体：logl。Pow＝5．1（30℃，pH5）  

Z－異性体：logl。Pow＝4．4（30℃，PH5）  

（メーカー提出資料より）  
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5．適用病害虫の範囲及び使用方法   

本薬の適用病害虫の範囲及び使用方法は以下のとおり。  

25％メタフルミゾン フロアブル  
メタフルミ  

ゾンを含む  
作物名   適用害虫名  希釈倍数  散布液量  使用時期  一本剤の 使用回数   使用方法  

農薬の  

総使用回数   

キャベツ   

100～300  
コナガ   1000倍  3回以内  散布   3回以内   

L／10a   まで  

はくさい   

6．作物残留試験結果  

（1）分析の概要   

①分析対象の化合物  

・メタフルミゾン（E－異性体）  

・メタフルミゾン（Z一異性体）  

・4－［5－ヒドロキシー3－オキソー4－［4－（トリフルオロメトキシ）フェニル］－6－  

［3－（トリフルオロメチル）フェニルト2，3，4，5－テトラヒドロー1，2，4－トリアジ  

ンー5－イル］ベンゾニトリル 血320Ⅰ23。以下、代謝物C）  

・p－［広一（トリフルオロメチル）フェナシル］ベンゾニトリル（M320IO4。以下、  

代謝物D）  

CN   

（代謝物C）  （代謝物D）   
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②分析法の概要  

試料を含水メタノールで抽出し、抽出液をヘキサン洗浄後、酢酸エチル／ヘキ   

サン転溶する。PSAミニカラムを用いて、メタフルミゾン及び代謝物D並びに代   

謝物C（7）画分に分離する。以降、メタフルミゾンと代謝物D画分はシリカゲルミ   

ニカラムで、代謝物C画分はグラファイトカーボンミニカラム及びシリカゲルミ   

ニカラムで、それぞれ精製後、高速液体クロマトグラフ（UV検出器）を用いて定量   

する。  

定量限界 メタフルミゾン（E一異性体、Z一異性体）：0．05ppm  

代謝物C：0．05ppm  

代謝物D：0．05ppm   

以下、代謝物C及び代謝物Dの残留量については、次の換算係数を用いてメタ  

フルミゾンに換算した値を示す。  

代謝物C：0．9731  

代謝物D：1．7507  

（2）作物残留試験結果  

各試験の結果において、E一異性体、Z一異性体及び代謝物Dの残留量の和が最大  

となったときの合計値をメタフルミゾンの最大残留量注）として記載した。また、  

このときの各分析対象化合物の残留量を参考として示した。  

①キャベツ   

キャベツ（葉球）を用いた作物残留試験（2例）において、25％フロアブルの  

1000倍希釈液を3回散布（300～367、200L／10a）したところ、散布後1～14日の  

最大残留量は以下のとおりであった。  

メタフルミゾン：3．0、1．4ppm  

（参考）E－異性体：1．14、0．40ppm  

Z一異性体：1．74、0．68ppm  

代謝物C：く0．05、く0．05ppm  

代謝物D：〈0．09、0．28ppm  

②はくさい   

はくさい（茎葉）を用いた作物残留試験（2例）において、25％フロアブルの  

1000倍希釈液を3回散布（250～350、150～200L／10a）したところ、散布後1～  

14日の最大残留量は以下のとおりであった。  

メタフルミゾン：5．6、2．7ppm  

（参考）E一異性体：1．88、0．90ppm  

了   



Z一異性体：3．36、1．11ppm  

代謝物C：く0．05、く0．05ppm  

代謝物D：0．35、0．67ppm  

注1）最大残留量：当該農薬の申請の範囲内で最も多量に用い、かつ最終使用から収穫までの期間  

を最短とした場合の作物残留試験（いわゆる最大使用条件下の作物残留試験）を実施し、そ  

れぞれの試験から得られた残留量。  

（参考：平成10年8月7日付「残留農薬基準設定における暴露評価の精密化に関する意見具申」）  

7．ADIの評価   

食品安全基本法（平成15年法律第48号）第24条第1項第1号の規定に基づき、  

平成18年2月27日付け厚生労働省発食安第0227001号により食品安全委員会  

あて意見を求めたメタフルミゾンに係る食品健康影響評価について、 以下のとおり評価   

されている。  

無毒性量：12mg／kg体重／day  

（動物種）  イヌ  

（投与方法）  カプセル経口  

（試験の種類）  慢性毒性試験  

（期間）  1年間  

安全係数：100  

ADI：0．12mg／kg体重／day  

8．諸外国における状況   

JMPR における毒性評価はなされておらず、国際基準も設定されていない。   

米国、カナダ、欧州連合（EU）、オーストラリア及びニュージーランドについて調   

査した結果、EUにおいて、トマト、キャベツ、レタス、畜産物等に基準が設定され   

ている。  

9．基準値案  

（1）残留の規制対象  

メタフルミゾン（E一異性体及びZ一異性体）及び代謝物D  

作物残留試験において、メタフルミゾン（E一異性体及びZ一異性体）、代謝物C及び   

代謝物Dの分析が行われているが、代謝物Cの残留量はメタフルミゾン（E一異性体及   

びZ一異性体）及び代謝物Dと比較して十分に低い値であることから、規制対象として   

は代謝物Cを含めないこととした。  

なお、食品安全委員会によって作成された食品健康影響評価においては、暴露評価対  

象物質としてメタフルミゾン（E一異性体及びZ一異性体）及び代謝物Dを設定している。  

▼l一寸   



（2）基準値案  

別紙2のとおりである。  

（3）暴露評価  

各食品について基準値案の上限まで又は作物残留試験成績等のデータから推定さ   

れる量のメタフルミゾンが残留していると仮定した場合、国民栄養調査結果に基づ   

き試算される、1日当たり摂取する農薬の最（理論最大1日摂取境（TMDI））のA   

DIに対する比は、以下のとおりである。詳細な暴露評価は別紙3参照。  

なお、本暴露評価は、各食品分類において、加工・調理による残留農薬の増減が   

全くないとの仮定の下におこなった。  

TMDI／ADI（％）注）   

国民平均   6．4   

幼小児（1～6歳）   8．0   

妊婦   5．0   

高齢者（65歳以上）   6．4   

注）TM【）Ⅰ試算は、基準値案×摂取畏の総和として計算している。  
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（別紙1）  

メタフルミゾン作物残留試験一覧表  

試験圃  
農作物  

場数   

試験条件  
最大残留量（ppm）注〉  

各化合物の残留量（ppm）  

剤型   使用量・使用方法  回数  経過日数   【E一異性体／Z一異性体／代謝物C／代謝物D】  

キャベツ   1000倍散布   圃場A：3．0   圃場A：1√14／1．74／〈0．05／く0．09   

（菓球）  
2  25％フロアプル  旦回  ム3，7，14日          300～367，200L／10a  圃場B：1．4（3回、3日）   圃場B：0．40／0．68／〈0．05／0．28（3回、3日）   

はくさい   1000倍散布   圃場A：5．6（3回、3日）   圃場A：1．88／3．36／く0．05／0．35（3回、3日）   

（茎葉）  2  25％フロアプル    旦回  ム3，7，14日          250～350，150～200L／10a    圃場B：2．7   圃場B：0．90／1．11／く0．05／0．67   

最大使用条件下の作物残留試験条件に、アンダーラインを付している。   

注）「最大残留量」欄に記載した残留値は、E一異性体、Z－異性体及び代謝物Dの残留量の合計値。各化合物の残留量については、「各化合物の残留量」欄に示した。  

i習   



農薬名  メタフルミゾン  （別紙2）  

参考基準値  
基準値  外国  作物残留試験成績   

農産物名  案  現行  基準値  
PPm   PPm   Ppm  PPm   PPm  

はくさい   申  10  5．6，2．7   
キャベツ   

5  申  3．れ1．4   
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（別紙3）  

メタフルミゾン推定摂取量（単位：〃g／人／day）  

食品群   
基準値案 （ppm）  国民平均 TMDI  幼小児 （1～6歳） TMDI  妊婦 TMDI  

294 0  はくさい  10  
キャベツ   5  114．0  

408．0  152，0  333．5  
ADI比（％）  6．4   臥0   5．0  

TMDI：理絵最大1日摂取量（TheoreticalMaximum DailyIntake）  
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（参考）  

これまでの経緯  

平成18年 2月22日 農林水産省より厚生労働省へ農薬登録申請に係る連絡（はくさ  

い、キャベツ）  

平成18年 2月27日 厚生労働大臣から食品安全委員会委員長あてに残留基準設定に  

係る食品健康影響評価について要請  

平成18年 3月 2日 食品安全委員会（要請事項説明）  

平成18年 9月 6日 第4回農薬専門調査会総合評価第一部会  

平成20年 5月 9日 第15回農薬専門調査会確認評価第一部会  

平成20年 6月24日 第40回農薬専門調査会幹事会  

平成20年 7月17日 食品安全委員会における食品健康影響評価（案）の公表  

平成20年 8月28日 食品安全委員会（報告）  

平成20年 8月29日 食品安全委員会委員長から厚生労働大臣あてに食品健康影響評  

価について通知  

平成20年12月 4日 薬事・食品衛生審議会食品衛生分科会へ諮問  

平成21年 3月 6日 薬事・食品衛生審議会食品衛生分科会農薬・動物用医薬品部会  

●薬事・食品衛生審議会食品衛生分科会農薬・動物用医薬品部会  

【委員1   

東京海洋大学大学院海洋科学技術研究科教授  

北里大学北里生命科学研究所病原微生物分子疫学研究室教授  

国立医薬品食品衛生研究所副所長  

東京大学大学院農学生命科学研究科教授  

財団法人残留農薬研究所理事  

星薬科大学薬品分析化学教室准教授  

元国立医薬品食品衛生研究所食品部第一室長  

元農業技術研究機構中央農業総合研究センター虫害防除部長  

実践女子大学生活科学部生活基礎化学研究室教授  

国立医薬品食品衛生研究所食品部部長  

日本生活協同組合連合会組織推進本都 本部長  
東北大学大学院薬学研究科医療薬学講座薬物動態学分野教授  

青森県立保健大学健康科学部栄養学科教授  
国立健康・栄養研究所栄養疫学プログラム国民健康・栄養調査プロ  
ジェクトリーダー  

大阪市立大学大学院医学研究科都市環境病理学教寸受  

青木 宙   

生方 公子  

○大野 泰雄   

尾崎 博   

加藤 保博   

斉藤 貢一一   

佐々木 久美子   

志賀 正和   

豊田 正武   

松田 りえ子   

山内 明子   

山添 康   
吉池 信男  

由田 克士  

鰐渕 英機   

（○：部会長）  
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答申（案）   

メタフルミゾン  

残留基準値  
食品名  

DDm   

はくさい   10   

キャベツ   
5   

（注）今回基準値を設定するメタフルミゾンとは、メタフルミ  
ゾン（E一異性体）、メタフルミゾン（Z一異性体）及びメタフル  
ミゾン代謝物であるクー［皿一（トリフ／レオロメチル）フェナシ  

ル］ベンゾニトリルをメタフルミゾンに換算したものの和をい  

うこと。  

⑭   



ざ  

厚生労働省発食安第0304005号  

平 成 21年 3 月 4 日  

薬事・食品衛生審議会   

会長 望月 正隆 殿  

I  

軍ぺ  

厚生労働大臣 舛添 要  

で
 
八
一
f
i
 
 
－
，
ノ
ー
、
・
．
「
一
 
 
 

諮 問 書  

食品衛生法（昭和22年法律第233号）第11条第1項の規定に基づき、下記の  

事項について、貴会の意見を求めます。  

記  

次に掲げる農薬の食品中の残留基準設定について  

ヨウ化メチル  



2
 
 

▼■  
1  ゝち   



平成21年3月19日  

薬事・食品衛生審議会   

食品衛生分科会長 岸 玲子 殿  

薬事・食品衛生審議会食品衛生分科会   

農薬・動物用医薬品部会長 大野 泰雄  

薬事・食品衛生審議会食品衛生分科会  

農薬・動物用医薬品部会報告について   

平成21年3月4日厚生労働省発食安第0304005号をもって諮問された、食品衛生  

法（昭和22年法律第233号）第11条第1項の規定に基づくヨウ化メチルに係る  

食品規格（食品中の農薬の残留基準）の設定について、当部会で審議を行った結果を  

別添のとおり取りまとめたので、これを報告する。  

3   
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（別添）  

ヨウ化メチル  

1．品目名：ヨウ化メチル（methyliodide）  

2．用途：殺虫剤（くん蒸剤）   

脂肪族ハロゲン化物系くん蒸剤である。害虫、線虫あるいは病原菌細胞の構成   

成分である塩基性求核中心と化学反応し、ピルビン酸脱水素酵素やコハク酸脱水素酵   

素等の必須酵素を阻害することにより効果を発揮する。  

3．化学名：  

methyliodide（IUPAC）  

iodomethane（CAS）  

4．構造式及び物性  

H  
I  

H－C一Ⅰ  
岳  

H  

分子式  CH3Ⅰ  

分子量  141，95  

水溶解度   13，13g／L（20℃）  

分配係数   log10Pow＝1．48（25℃）  

（メーカー提供資料より）  
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5．適用病害虫の範囲及び使用方法   

本薬の適用病害虫の範囲及び使用方法は以下のとおり。  

99．0％ヨウ化メチルくん蒸剤  

ヨウ化メチル  
本剤の  

作物名  適用病害虫名  適用場所  使用量  くん蒸時間  を含む農薮の  
使用回数   

総使用回数   

えそ斑点病  

メロン  黒点根腐病  

ネコブセンチュウ   
露地  

及び  20g′m2  72時間以上   
土壌  

青枯病  くん蒸   
施設  

トマト  萎凋病  1回  1回  

ネコブセンチュウ   

クリシギゾウムシ  
倉庫  

くり  及び  25～50g′m3  2－1時間  くん蒸   
クリミガ  

天幕  

6．作物残留試験   

（1）分析の概要  

①分析対象の化合物  

・ヨウ化メチル  

・ヨウ素  

②分析法の概要   

ヨウ化メチルは、試料に水及びヘキサンを加え、蒸留装置に取り付け加熱蒸留後、  

ガスクロマトグラフ（ECD）で定量する。ヨウ素は、試料を水で抽出後、Clgカラム  

クロマトグラフィーで精製し、高速液体クロマトグラフ（電気化学検出器）で定量  

する。  

定量限界 ヨウ化メチル‥0・Olppm  

ヨウ素   ：0．05…0，1ppm  

（2）作物残留試験結果  

（ヨメロン  

メロン（果実）を用いた作物残留試験（2例）において、試験区全体をポリエチレ   

ンフィルムで被覆し密閉した後、99．0％くん蒸剤で3日間くん蒸（甜∴闇離伽）し   

た。くん蒸後に被覆を除去し、その7日後に耕転してガス抜きを行い、さらに3日  

丁－・－て貞   
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後に定植した。このときの、くん蒸後104、91日の最大残留量注1）は以下のとおりで  

あった。ただし、これらの試験は適用範囲内で行われていない。注2）  

ヨウ化メチル：＜0．01、く0．01ppm  

ヨウ素   ：0．9、0．3ppm  

②トマト   

トマト（果実）を用いた作物残留試験（2例）において、試験区全体をポリエチレ   

ンフィルムで被覆し密閉した後、99．0％くん蒸剤で3日間くん蒸（5β短〃0β）した。   

くん蒸後に被覆を除去し、その7日後に耕転してガス抜きを行い、さらに3日後に   

定植した。このときの、くん蒸後64～78、66～80日の最大残留量は以下のとおりであ   

った。ただし、これらの試験は適用範囲内で行われていない。  

ヨウ化メチル：＜0．01、＜0．Olppm  

ヨウ素   ：5．75、0．87ppm  

③くり  

くり（果実）を用いた作物残留試験（2例）において、密閉したコンテナ内で99．0％   

くん蒸剤により4時間くん蒸（50gノm3）したところ、くん蒸後30分～7日の最大残留   

量は以下のとおりであった。  

ヨウ化メチル：0．12、0．12ppm  

ヨウ素   ：11l、212ppm  

なお、これらの試験結果の概要については、別紙1を参照。  

注1）最大残留量：当該農薬の申請の範囲内で最も多量に用い、かつ最終使用から収穫までの期間を  

最短とした場合の作物残留試験（いわゆる最大使用条件下の作物残留試験）を実施し、それぞ  

れの試験から得られた残留量。  

（参考：平成10年8月7日付「残留農薬基準設定における暴露評価の精密化に関する意見具申」）  

注2）適用範囲内で実施されていない作物残留試験については、適用範囲内で実施されていない  

条件を斜体で示した。  

7．ADIの評価   

食品安全基本法（平成15年法律第48号）第24条第1項第1号の規定に基づき、平  

成18年5月23日付け厚生労働省発食安第0523003号により食品安全委員会あて  

意見を求めたヨウ化メチルに係る食品健康影響評価について、以下のとおり評価されてい   

る。   

評価にあたり、食品安全委員会では、経口投与により実施された各動物種の毒性試験の  

無毒性量または最小毒性量から、下表のとおり試算を行った。  

了   



表 食品安全委員会によるADI設定試算比較表  

ADI設定  
無毒性畳  

動物種  根拠資料  
または   安全   安全係数の  ADI試算結果  

最小毒性量  係数   
（投与方法）  

設定理由   （mg／kg体重／日）   

（mg／kg体重／日）  

種差：10  
90日間  

5  

ラット   亜急性毒性試験  1，000  
個体差：10  

0．005   
（無毒性量）  短期間の試験  

（強制経口）  
のため：10  

種差：10  

18カ月間  
8  

個体差：10  

マウス  発がん性試験  1，000    無毒性量が得  0．008   

（混餌）  

（最小毒性量）  
られていない  

ため：10  

1年間  
1．5  

イヌ  慢性毒性試験  種差：10  
（無毒性量）   100  0．015  

（カプセル経口）  個体差：10  

以上の試算の結果より、ラットを用いた90日間亜急性毒性試験の無毒性量から試算さ  

れた値が最小値であったことから、ADIは0．005mg／kg体重／dayと設定された。  

8．諸外国における状況   

JMPRにおける毒性評価はなされておらず、国際基準も設定されていない。米国、   

カナダ、欧州連合（EU）、オーストラリア及びニュージーランドについて調査した結果、   

米国及びオーストラリアでは土壌くん蒸剤としての使用において、ヨウ化メチルが作物   

に残留しないことから、残留基準値は設定されていない。  

9．基準値案  

（1）残留の規制対象  

ヨウ化メチル本体   

作物残留試験において、ヨウ化メチル及びヨウ素の分析が行われているが、ヨウ素は  

食品衛生法（昭和22年法律第233号）第11条第3項の規定により人の健康を損な  

うおそれのないことが明らかであるものとして厚生労働大臣が定める物質（いわゆる対  

象外物質）として、平成17年11月29日付け厚生労働省告示第498号により指定  

されていることから、規制対象としてはヨウ化メチル本体のみとすることとした。   

†▼’▼  
、■   



なお、食品安全委員会によって作成された食品健康影響評価においては、暴露評価  

対象物質をヨウ化メチル（親化合物のみ）と設定している。  

（2）基準値案  

別紙2のとおりである。  

（3）暴露評価  

各食品について基準値案の上限まで又は作物残留試験成績等のデータから推定され   

る量のヨウ化メチルが残留していると仮定した場合、国民栄養調査結果に基づき試算   

される、1日当たり摂取する農薬の量（理論最大1日摂取量（TMDI））のADIに   

対する比は、．以下のとおりである。詳細な暴露評価は別紙3参照。  

なお、本暴露評価は、各食品分類において、 加工・調理による残留農薬の増減が全   

くないとの仮定の下におこなった。  

TMDI／ADI（％）注）   

国民平均   0．6   

幼小児（1～6歳）   1．9   

妊婦   0．5   

高齢者（65歳以上）   0．5   

注）TMDI試算は、基準値案×摂取量の総和として計算している。  
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（別紙1）  

ヨウ化メチル作物残留試験一覧表  

試験  
農作物   圃場数   

試験条件  最大残留量（ppm）  

剤型   使用量・使用方法  回数  経過日数   【ヨウ化メチル／ヨウ素】  

50kg／10a  
3日間土壌くん蒸   

」坦全日  圃場A：く0．01（＃）／0．9（＃）  
メロン  

2  99．0％くん蒸剤  上回  
（果実）  30kg／10a  

3日間土壌くん蒸  旦と日  圃場B：く0＿01（＃）／0．3（＃）   

64，71，78日  
トマト  50kg／10a  

（果実）   2  99．0％くん蒸剤    3日間土壌くん蒸  上回  

66，73，80日   

圃場A：0．12／111－（＊1回、1日）   
くり   

2  99．0％くん蒸剤   
50g／m3   

（果実）  4時間くん蕪  ユ回  史竺，1．3，7日  
圃場B：0．12／212   

（＃）これらの作物残留試験は、申請の範囲内で試験が行われていない。 4ス 
※時間くん蒸後ガ抜きを30分行ったのち採取  
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農薬名  ヨウ化メチル  （別紙2）  

参考基準値  
基準値  

農産物名  
外国  作物残留試験成績   

案  現行  
PPm   

基準値  
PPm   PPm  PPm   PPm  

トマト   0．05  申  く001（拝）く001（捧）   

メロン類果実   申  0．05  〈001（＃）く001（＃）   

くり   0．5  申  0．12，0．12   

（＃）これらの作物残留試験は、申請の範囲内で試験が行われていない。  
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（別紙3）  

ヨウ化メチル推定摂取量（単位：LLg／人／day）  

食品群   
（ppm）   

基準値案   国民平均 TMDI  幼小児 （1～6歳） TMDI  妊婦 TMDI  

12  トマト  005  ■…’ 
0 0  すロジ果実  0 05  

くり   0．5   0、4  

計  1．6   1．5   1．3  

ADI比（％）  0．6   1．9   0．5  

T”Dl：理論最大1日摂取量（TheoreticalMaximum DailyIntake）  
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（参考）  

これまでの経緯  

平成16年1  

平成18年  

1月 2日 初回農薬登録（非食用：木材くん蒸用途）  

5月17日 農林水産省より厚生労働省へ農薬登録申請に係る連絡（トマト、  

メロン及びくり）  

5月23日 厚生労働大臣から食品安全委員会委員長あてに残留基準設定に  

係る食品健康影響評価について要請  

5月25日 食品安全委員会（要請事項説明）  

2月 6日 第7回農薬専門調査会総合評価第一部会  

0月 3日 第16回農薬専門調査会総合評価第一部会  

2月 6日 第19回農薬専門調査会総合評価第一部会  

8月19日 第42回農薬専門調査会幹事会  

0月30日 食品安全委員会における食品健康影響評価（案）の公表  

2月 4日 食品安全委員会（報告）  

2月 4日 食品安全委員会委員長から厚生労働大臣あてに食品健康影響評  

価について通知  

3月 4日 薬事・食品衛生審議会食品衛生分科会へ諮問  

3月 6日 薬事・食品衛生審議会食品衛生分科会農薬・動物用医薬品部会  

平成18年  

平成18年  

平成18年1  

平成19年1  

平成20年  

平成20年  

平成20年1  

平成20年1  

平成20年1  

平成21年  

平成21年  

●薬事・食品衛生審議会食品衛生分科会農薬・動物用医薬品部会  

［委員】   

青木 宙  

生方 公子   

○大野 泰雄  

尾崎 博   

加藤 保博   

斉藤 貢－・  

佐々木 久美子  

志賀 正和   

豊田 正武  

松田 りえ子  

山内 明子   

山添 康  

吉池 信男  

由田 克士  

鰐渕 英機  

（○：部会長）  

東京海洋大学大学院海洋科学技術研究科教授  

北里大学北里生命科学研究所病原微生物分子疫学研究室教授  

国立医薬品食品衛生研究所副所長  

東京大学大学院農学生命科学研究科教授  

財団法人残留農薬研究所理事  

星薬科大学薬品分析化学教室准教授  

元国立医薬品食品衛生研究所食品部第一室長  

元農業技術研究機構中央農業総合研究センター虫害防除部長  

実践女子大学生活科学部生活基礎化学研究室教授  

国立医薬品食品衛生研究所食品部部長  

日本生活協同組合連合会組織推進本部 本部長  

東北大学大学院薬学研究科医療薬学講座薬物動態学分野教授  

青森県立保健大学健康科学部栄養学科教授  

国立健康・栄養研究所栄養疫学プログラム国民健康・栄養調査プロ  
ジェクトリーダー  

大阪市立大学大学院医学研究科都市環境病理学教授  
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答申（案）   

ヨウ化メチル  

残留基準値  

食品名  
Dロm   

トマト   0．05   

メロン類果実   0．05   

くり   0．5  

‘う′   



厚生労働省発食安第0710001号  

平成2 0年7月10 日  

薬事・食品衛生審議会   

会長 望月 正隆 殿  

厚生労働大臣  

諮 問 書  

食品衛生法（昭和22年法律第233号）第11条第1項の規定に基づき、下記の  
事項にっいて、貴会の意見を求めます。  

記  

次に掲げる農薬の食品中の残留基準設定について  

1－ナフタレン酢酸   



2
 
 
 



平成21年3月3日  

薬事・食品衛生審議会   

食品衛生分科会長 岸 玲子 殿  

薬事・食品衛生審議会食品衛生分科会   

農薬・動物用医薬品部会長 大野 泰雄  

薬事・食品衛生審議会食品衛生分科会  

農薬・動物用医薬品部会報告について   

平成20年7月10日厚生労働省発食安第0710001号をもって諮問された、食  

品衛生法（昭和22年法律第233号）第11条第1項の規定に基づくトナフタレン酢  

酸に係る食品規格（食品中の農薬の残留基準）の設定について、当部会で審議を行った  

結果を別添のとおり取りまとめたので、これを報告する。  
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（別添）  

トナフタレン酢酸  

1，品目名：トナフタレン酢酸（1－Naphthaleneacetic acid）  

2．用途：植物成長調整剤  

オーキシン様活性を示す植物成長調整剤である。植物の成長に対して使用時期や   

濃度により阻害または促進する活性を示し、温州みかんの幼果の生理落果助長及び夏   

秋梢伸長抑制、りんご、なし、かんきつ等の成熟期の収穫前落果抑制、果菜類の着果   

促進、果実肥大、挿木発根伸長促進等の作用がある。  

なお、今回農薬取締法に基づく新規農薬登録申請がなされているのは、トナフタ   

レン酢酸ナトリウムである。  

3．化学名   

2－（卜naphthyl）acetic acid（IUPAC）   

1－naPhthaleneacetic acid（CAS）  

※参考：1－ナフタレン酢酸ナトリウム  

sodiun12－naphthalene－1－ylacetate（IUPAC）  

1－naphthaleneacetic acid，SOdium salt（CAS）  

4．構造式及び物性  

トナフタレン酢酸  
※参考：  

トナフタレン酢酸ナトリウム  

¢  0  

OH  0、 
Na   

分子式   C12Hl。02   C12H902Na   
分子量   186．2   208．2   

水溶解度   0．42g／L（26℃）   295．5g／L（20℃）   

分配係数  logl。Pow＝4．11（pH3、25℃）   

（メーカー提出資料より）  
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5．適用作物の範囲及び使用方法   

1－ナフタレン酢酸ナトリウムの適用作物の範囲及び使用方法鱒以下のとおり。  

（1）22％トナフタレン酢酸ナトリウム水溶剤  

本剤の  NAA注）を含む  
作物名  使用目的  希釈倍数  散布液量   使用時期  

使用回数   任用方法   薬の総使用回数   

500～  一次生理落下発生期  

全摘果   1000倍   （満開10～20日後）   4回以内  

温州  間引き  1000～  250～  二次生理落下発生期   
1回   

立木全面散布   （生理落果  

みかん   摘果   1500倍  500L／10a  （満開20～40日後）  又は枝別散布  発生期は  

夏秋梢  新梢萌芽前  合計1回以内）  
2へノ3回   

伸長抑制   （但し、収穫前日まで）  

注）1－ナフタレン酢酸（以下同）   

（2）0．2％1－ナフタレン酢酸ナトリウム液剤  

本邦の  
使用方法   

NAAを含む  
作物名  使用月的  希釈倍数  散布液量   使用時期  

使用回数  薬の総使用回数   

ネット形成  縦ネット発生期～  
1000～  100′、  

メロン   促進及び  横ネット発生期  散布   2回以内   
2000倍   200mL／株  

果実肥大促進  （但し、収穫3日前まで）   

（3）4．4％1－ナフタレン酢酸ナトリウム水溶剤  

本剤の  
使用方法   

NAAを含む  
作物名  使用目的  希釈倍数  散布液量   使用時顛  

使用回数  薬の総使用回数   

1000～  収穫開始予定日の  

21～7日前   
1回   

1500倍   
300～  

りんご   
600L／10a  

収穫開始予定日の  

2000倍  21～14日前  2回以内   
2回以内  

収穫前  及びその7～10日後  
立木全面散布   （1000～1500倍  

落果防止  収穫開始予定日の  
1回  布は1回以内）  

1500倍   21～7日前  
200～  

日本なし  
300L／10a  

収穫開始予定日の  

2000倍  21～14日前  2回以内   

及びその7～10日後  
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6．作物残留試験結果  

（1）分析の概要   

①分析対象の化合物  

・トナフタレン酢酸（抱合体を含む）  

②分析法の概要  

試料を塩酸酸性下でアセトン抽出し、塩酸酸性下で加水分解した後、多孔性ケ   

イソウ土カラム及びシリカゲルミニカラムで精製し、高速液体クロマトグラフ   

（蛍光検出器）を用いて定量する。または、加水分解物をジエチルエーテルに転   

溶後、シリカゲルミニカラムで精製し、高速亭夜体クロマトグラフ（質量分析計）   

を用いて定量する。  

定量限界：0．008～0．02ppm  

（2）作物残留試験結果   

（∋温州みかん  

温州みかん（果肉）を用いた作物残留試験（2例）において、22％水溶剤の500  

～1，000倍希釈液を計4回散布（350，200L／10a）したところ、散布後1～42月  

の最大残留量注1）は0．029、0．009ppmであった。   

温州みかん（果皮）を用いた作物残留試験（2例）において、22％水溶剤の500  

～1，000倍希釈液を計4回散布（350，200L／10a）したところ、散布後1～42日  

の最大残留量は6．15、3．02ppmであった。   

温州みかん（果肉）を用いた作物残留試験（2例）において、22％水溶剤の500  

～1，000倍希釈液を計4回散布（500，160L／10a）したところ、散布後1～42日  

の最大残留量は0．200、0．107ppmであった。。   

温州みかん（果皮）を用いた作物残留試験（2例）において、22％水溶剤の500  

～1，000倍希釈液を計4回散布（500，160L／10a）したところ、散布後1～42日  

の最大残留量は12．7、3．98ppmであった。   

温州みかん（果肉）を用いた作物残留試験（2例）において、22％水溶剤の500  

～750倍希釈液を計4回散布（500，160L／10a）したところ、散布後1～14日の  

最大残留量は0．107、0．086ppmであった。   

温州みかん（果皮）を用いた作物残留試験（2例）において、22％水溶剤の500  

～750倍希釈液を計4回散布（500，160L／10a）したところ、散布後1～14日の  

最大残留量は16．3、7．56ppmであった。  

了   



②りんご   

りんご（果実）．を用いた作物残留試験（2例）において、4．4％水溶剤の1，000  

倍希釈液を計亭回散布（375，500L／10a）したところ、散布後3～14日の最大残  

留量は0．144、0．028ppmであった。ただし、これらの試験は適用範囲内で行わ  

れていない。注2）  

③なし   

なし（果実）を用いた作物残留試験（2例）において、4．4％水溶剤の1，000倍  

希釈液を計4回散布（250，240L／10a）したところ、散布後3～14日の最大残留  

量は0．045、0．066ppmであった。ただし、これらの試験は適用範囲内で行われ  

ていない。 注2）  

④メロン   

メロン（果実）を用いた作物残留試験（2例）において、 0．2％液剤の2甜7欝希  

釈液を計β回散布（800，400L／10a）したところ、散布後3～14日の最大残留量  

は0．078、0．040ppmであった。ただし、これらの試験は適用範囲内で行われて  

いない。注2）  

これらの試験結果の概要については、別紙1を参照。  

注1）最大残留量：当該農薬の申請の範囲内で最も多量に用い、かつ最終使用から収穫までの期   

間を最短とした場合の作物残留試験（いわゆる最大使用条件下の作物残留試験）を実施し、   

それぞれの試験から得られた残留量。  

（参考：平成10年8月7日付「残留農薬基準設定における暴露評価の精密化に関する意見具申」）  

注2）適用範囲内で実施されていない作物残留試験については、適用範囲内で実施されていない  

条件を斜体で示した。  

7．AD．Ⅰの評価   

食品安全基本法（平成15年法律第48号）第24条第24条第1項第1号及び同法第24  

条第2項の規定に基づき、平成19年8月6日付け厚生労働省発食安第0806003号により  

食品安全委員会あて意見を求めた1－ナフタレン酢酸に係る食品健康影響評価について、  

トナフタレン酢酸ナトリウムの畑Ⅰとして以下のとおり評価されている。  

無毒性量：15mg／kg体重／day  

（動物種）  イヌ  

（投与方法）  カプセル経口  

（試験の種類）  慢性毒性試験  

（期間）  1年間  

安全係数：100  

ADI：0．15mg／kg体重／day  
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8．諸外国における状況   

JMPRにおける毒性評価はなされておらず、国際基準も設定されていない。   

米国、カナダ、欧州連合（EU）、オーストラリア及びニュージーランドについて調  
査した結果、米国においてりんご、おうとう等に、オーストラリアにおいてりんご、   

なし等に基準値が設定されている。  

9．基準値案  

（1）残留の規制対象   

1－ナフタレン酢酸本体とする。但し、トナフタレン酢酸には抱合体も含まれるもの   

とする。  

作物残留試験において、1－ナフタレン酢酸ナトリウムの検討が行われているが、分  

析対象はトナフタレン酢酸として分析がなされていること及び諸外国の規制状況を考  

慮すると、農産物の規制対象として1－ナフタレン酢酸とした。  

なお、食品安全委員会によって作成された食品健康影響評価においては、暴露評価対  

象物質を1－ナフタレン酢酸ナトリウム（抱合体を含む）と設定している。  

（2）基準値案  

別紙2のとおりである。  

別紙2中で「基準値現行」の柵において0．1ppmの基準値を設定している農産物（オ  

レンジ、おうとう及びその他の果実を除く）は、本来、食品衛生法第11条第3項の規  

定に基づき、「人の健康を損なうおそれのない量として厚生労働大臣が薬事・食品衛生  

審議会の意見を聴いて定める畳」（一律基準）である0．01ppmで規制するところ、分  

析法の状況を考慮し、0．01ppmまでの分析が困難と考えられたことから0．1ppmの残  

留基準を設定したものである。今回、本剤については0．01ppmまでの分析が可能とな  

ったことから、0．1ppmの基準を削除し、一律基準（0．01ppm）で規制することとした。   

（3）暴露評価  

各食品について基準値案の上限まで又は作物残留試験成績等のデータから推定さ   

れる量のトナフタレン酢酸が残留していると仮定した場合、国民栄養調査結果に基   

づき試算される、1日当たり摂取する農薬の量（理論最大1日摂取量（TMDI））の   

ADIに対する比は、以下のとおりである。詳細な暴露評価は別紙3参照。  

なお、本暴露言平価は、各食品分類において、 加工・調理による残留農薬の増減が   

全くないとの仮定の下におこなった。  

また、暴露評価には、1－ナフタレン酢酸ナトリウムのADI（0．15mg／kg体重／day）   

に0．89を掛け、1一ナフタレン酢酸に換算した値（0．13mg／kg体重／day）を用いた。  
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TMDI／ADI（％）注）   

国民平均   0．6   

幼小児（1～6歳）   1．9   

妊婦   0．6   

高齢者（65歳以上）   0．6   

注）TMDI試算は、基準値案×摂取量の総和として計算している。  

（4）本剤については、平成17年11月29日付け厚生労働省告示第499号により、食品   

一般の成分規格7に食品に残留する量の限度（暫定基準）が定められているが、今   

般、残留基準の見直しを行うことに伴い、暫定基準は削除される。  
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（別紙卜1）  

1－ナフタレン酢酸作物残留試験一覧表  

試験圃  試験条件  最大残留盤（ppm）  
農作物  場数  剤型   【トナフクレン酢酸（抱合体を含む）】      使用馳・任用方法  回数  経過日数   

温州みかん   開場A：0．029   
2   22％水溶剤   350，200L／10a  

500～1000倍散布   
4回  ム8，21，42日  

（果肉）  
圃場B二0．009   

温州みかん   500～1000倍散布   4回  土，7，21，42日   
圃場A：6．15   

2   22％水溶剤  350，200L／10a  
（果皮）  

圃場B：3．02   

温州みかん   500～1000倍散布   
4回  ム7，21，42日   

圃場A：0．200（4回、42日）   
2   22％水溶剤  500，160L／10a  

（果肉）  
覗場B：0．107   

温州みかん   500～1000倍散布   
4回  17 2142日   

瀾場A：12．7   
2   22％水溶剤  500，160L／10a  

（果皮）  
圃場B：3．98   

温州みかん   
2   

500～750借散布   嗣境A：0．107（4回、14日）   
22％水溶剤  500，160L／10a  4回  13 714日  

（果肉）  

温州みかん   
2   

500～750倍散布   4回  ム3，7，14日   
臓場A：16．3   

22％水溶剤  500，160L／10a  
（果皮）  

i掲揚B：7．56（4回、3日）   

りんご   1000倍散布   開場A：0．144（4回、3日）（＃）   
2   4．4％水溶剤  4回  3 714日  

（果実）  375，500L／10a  圃場B：0．028（4回、3日）（＃）   

なし   1000倍散布   開場A：0．045（4回、3日）（＃）   
2   4．4％水溶剤  4回  呈，7，14日  

（果実）  
250，240L／10a  岡場B＝0．066（4回、7日）（＃）   

メロン   250倍散布   胴場A：0．078（3回、7日）（＃）   
2   0．2％液剤  800，400L／10a  3回  3 714日  

（果実）  
胴楊B：0．040（3回、3日）（＃）   

最大使用条件下の作物残留試験条件に、アンダーラインを付しているp  
（＃）これらの作物残留試験は、申請の範囲内で試験が行われていないD  

なお、食品安全委員会償燕潤門調査会の牌薬評価碁「トナフタレン酢軌に記赦されている作物残留試験成綿は、各試験条件における残留  
農薬の最高値及び各試験虜、検査穐関における股高値の平均値を示したものであり、上記の姓大残留最の定義と光なっている。  
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（別紙1－2）  

1－ナフタレン酢酸海外作物残留試験一覧表  

農作物   試験圃  試験条件  最大残留量（pp汀l）  

場数  剤型   使用量・使用方法   【1－ナブタレン酢酸（抱合体を含む）】        回数  経過日数   

圃場A：0．051  

りんご   圃場8：0．067   4  1．15％NAAEt液剤 ＋8硝N仙顆粒剤   開花前処理 十0．753－0．7661b／acre散布  1＋1＋2回  2日  （果実）  

＋24．20％NAAK液剤  ＋49．8 
開場C：0．093  

圃場D：0．045   

圃場A：0．052  
西洋なし  

（果実）   3  115％N仙Et液剤  開花前処理  1＋1＋2回  2日      十8．4％NAD頬粒剤  ＋0，744－0．7491b／acre散布 ＋4793－5042g／acre散布    圃場B：0．049    十24 
．20％N九人K液剤  ＋49．42－50．43g／acre散布  圃場C：0．086   

0．27＋1．001b ai／acre散布   112日  抑揚A：0．578  
オリーブ  

（果実）   3  1．15％N仙Et液剤 ＋24．．20％甑耶液剤     1十l回         0．14＋1．131b ai／acre散布   ユ竺3日  圃場B：0．610  
1．0＋0．8711b ai／acre散布  109日  圃場C：0．321   

おうとう  2   Bpprn NAA 散布   
圃場A：く0．04  

1回   
（果実）  2時間   圃場8：く0．04   

圃場A：く0．020  

圃場B：く0．020  

圃場C：く0．020  
グレープフルーツ   7   

（果実）  
400ppmNAA   散布   1回   285日     圃場D：く0．020  

圃場E：く0．020  

圃場F：〈0．020  

圃場G：く0．020   

NAA；1－ナフタレン酢酸，N仙Et；1－ナフタレン酢酸エチル，NAD；トナフクレンアセタミド，NAAK；1－ナフタレン酢酸カリウム  
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農薬名  1－ナフタレン酢酸  （別紙2）  
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トナフタレン酢酸  ＿  

（別紙2）  
農薬名   

参考基準値  
基準値  外国  作物残留試験成繚   

農産物名  案  現行  基準値  
PPm   PPm  PPm  PPm   Ppm  

トマト  醗 ′．こ 漉   
ピーマン  

ノ      辟   
なす  

J      髄  

他の≠す科野菜  

きゆうり  
かぼちや  1  
しろうり  ポ   
すいか  顎  

0・2   

メロン類果実  
0．078（軋0．040（＃）   

◆・け l′「 う二■メ  

まくわうり  
J． ；・・ゝ   の他の‾り科野菜  

ほうれんそう  闘  
i．1i   

たけめこ  
オクラ  

m ∴」★ ゝご：l  

しようが  
雄   

未成熟えんどう  
吾ヽ   

未成熟いんげん  
ゝゾ  ★i二  

．ラモ  マッシュルーム  

しいたけ   
十＼  

きの一類  

の他の野菜  国  

†  
0．029，0．009．0．200，  

みかん  
0．107，0．107，0．086  0．5  

なつみかんの果実全体  て吏  
レモン  

オレンジ（ネーブルオレンジを含む）  
0．  0，1  

グレープフルーツ  
【く0．020（n＝7）】   

十十 陛 M 耶  

ライム  
その他のかんきつ類果実  

01  田   0．   

申  
0，144（＃，‡），0．028（＃）  

りんご   0．5  アメリカ  【0．045－0．093（n＝4）】   

日本なし  0．3 0 0．045（＃）．0．066（＃）  

西洋なし  【0．049－0．086（n＝3）】   
．3 0．3  

マ′レメロ  
アメリカ   【米国のなし参照l   

イ 月          びわ  
ヽ●  

もも  ⊥十 凹  

ネクタリン  田  
あんず（アプリコットを含む）  

すもも（プルーンを含む）  露  
うめ  γご；  姿  

お’と’（チリーをAむ）   
01      搾   0．  アメリカ   【く0．04（n＝2）】   

I  

いちご  
＋ 1  鮎   箪   

ラズベリー  

ブラックベリー  闇 随 製  
ブルーベリー  

クランベリー  

ハックルベリー  整 鮎  

他のベリー類果実  融  

ぶどう  潟 f  

かき  

バナナ  
キウイー  
パパイヤ  那 祭  

アボカド  
パイナップル  班   オーストラリア  

14  

㌣∵揮  



（別紙2）  トナフタレン酢酸   農薬名  

参考基準値  

基準値  外国  作物残留試験成績   

農産物名  棄  現行  基準値  
PPm   PPm   PPm  PPm   PPm  

0．1  グア／ミ  

0．1  マンゴー  

0．■1  パッションフ／レーツ  

なつめやし  0．l  

その他の果実   0．1  ，0．1  0．1  アメリカ  【0．32卜0．610（米国オリーブ）】   

ひまわりの秤子  0．1  
・0．1  ごまの種子  

べにばなの柚子  0．1  

綿実  0Tl  

なたね  0．l  

その他のオイルシード  0．1  

ぎんなん  0．l  

くり  0．1  

0．1  ／ヾカン  

0．1  アーモンド  

くるみ  0．l  

その他のナッツ類  0．1  

0．1  茶  
0．1  コーヒー且  

0．1  カカオ豆  
0．1  ホップ  

6．15（呵，3．02（軌  

12．7（＃，‡），3．98（軋  
16．3（軋7．56（＃）  

その他のスパイス  20  0．1  （みかんの果皮）   

その他のハーブ  0．1  

平成17年11月29日捏生労働省告示第499号において新しく設定した基準値については、網をつけて示した。  
（‡）これらの作物残留試験は、試験成績のばらつきを考慮し、この印をつけた残留値を基準値策定の根拠としたD  
（＃）これらの作物残留試験は、申請の範囲内で試験が行われていない。  
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（別紙3）  

トナフタレン酢酸推定摂取量（単位：〃g／人／day）  

食品群   
基準値案 （ppm）  国民平均 TMDI  幼小児 （1～6歳） TMDI  妊婦 TMDI  

01  メロン 果  0 2  
みかん  0 5          オレンジ ネーブルオレンジを含む  0．1  
その他のかんきつ頼果実  0．1  
りん－◆   0 5  

日本なし  0 3          西洋なし  0．3  
マルメロ  0．3  

01  お’と－（チェリーを含む  
その他の果実   0．1  

20   2．0  その他のスパイス  

計  42．6   39．9   41．8  

ADI比（％）  0．6   1．．9   0．6  

TMDI：理論最大1日摂取量（TheoreticalMaximum DailyIntake）  

ADIは、1－ナフタレン酢酸ナトリウムのADI（0．15mg／kg体重／day）に0．89を掛け、トナフタレン  
酢酸に換算した値（0．13mg／kg体重／day）を使用した。  
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（参考）  

これまでの経緯  

平成17年11月29日 残留基準値の告示  

平成19年 7月30日 農林水産省より厚生労働省へ農薬登録申請に係る連絡（みかん、  

りんご等）  

平成19年 8月 6日 厚生労働大臣から食品安全委員長あてに残留基準設定に係る食  

品健康影響評価について要請  

平成19年 8月 9日 第202回食品安全委員会（要請事項説明）  

第12回農薬専門調査会確認評価第三部会  

第39回農薬専門調査会幹事会  

食品安全委員会における食品健康影響評価（案）の公表  

薬事・食品衛生審議会食品衛生分科会へ諮問  

食品安全委員会（報告）  

食品安全委員会委員長から厚生労働大臣あてに食品健康影響評  

価について通知  

平成20年  

平成20年  

平成20年  

平成20年  

平成20年  

平成20年  

2月27日  

6月 3日  

6月19日  

7月10日  

7月24日  

7月24日  

平成21年 2月 3日 薬事・食品衛生審議会食品衛生分科会農薬・動物用医薬品部会  

●薬事・食品衛生審議会食品衛生分科会農薬・動物用医薬品部会  

［委員】   

青木 宙   

生方 公子  

○大野 泰雄   

尾崎 博   

加藤 保博   
斉藤 貢－－   

佐々木 久美子   

志賀 正和   

豊田 正武   

松田 りえ子  

山内 明子  

山添 康   

吉池 信男   

由田 克士  

鰐渕 英機   

（○：部会長）  

東京海洋大学大学院海洋科学技術研究科教授  

北里大学北里生命科学研究所病原微生物分子疫学研究室教授  

国立医薬品食品衛生研究所副所長  
東京大学大学院農学生命科学研究科教授  

財団法人残留農薬研究所理事  

星薬科大学薬品分析化学教室准教授  

元国立医薬品食品衛生研究所食品部第一室長  

元農業技術研究機構中央農業総合研究センター虫害防除部長  

実践女子大学生活科学部生活基礎化学研究室教授  

国立医薬品食品衛生研究所食品部部長  

日本生活協同組合連合会組織推進本部 本部長  

東北大学大学院薬学研究科医療薬学講座薬物動態学分野教授  

青森県立保健大学健康科学部栄養学科教授  
国立健康・栄養研究所栄養疫学プログラム国民健康・栄養調査プロ  

ジェクトリーダー  

大阪市立大学大学院医学研究科都市環境病理学教授  
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答申（案）  

1－ナフタレン酢酸   

残留基準値  
食品名  

DDm   

メロン類果実   0．2   
みかん   0．5   
オレンジ（ネーブルオレンジを含む）   0．1   
その他のかんきつ類果実（注2）   0．1   
りんご   0．5   
日本なし   0．3   

西洋なし   0．3   
マルメロ   0．3   
おうとう（チェリーを含む）   0．1   
その他の果実（注3）   0．1   
その他のスパイス（注4）   20   

（注1）今回基準値を設定する1－ナフタレン酢酸には、抱  
合体が含まれること。   

（注2）「その他のかんきつ類果実」とは、かんきつ類果実  
のうち、みかん、なっみかん、なっみかんの外果皮、なっ  
みかんの果実全体、レモン、オレンジ、グレープフルー  
ツ、ライム及びスパイス以外のものをいう。  

（注3）「その他の果実」とは、果実のうち、かんきつ類果  
実、りんご、日本なし、西洋なし、マルメロ、びわ、もも、ネ  
クタリン、あんず、すもも、うめ、おうとう、ペリー類果実、ぶ  
どう、かき、バナナ、キウイー、パパイヤ、アボカド、パイ  
ナップル、グアバ、マンゴー、パッションフルーツ、なっめ  

やし及びスパイス以外のものをいう。  

（注4）「その他のス′くイス」とは、スパイスのうち、西洋わさ  
び、わさびの根茎、にんにく、とうがらし、パプリカ、しよう  
が、レモンの果皮、オレンジの果皮、ゆずの果皮及びごま  
の種子以外のものをいう。  
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厚生労働省発食安第0202007号  

平 成 21年 2 月 2 日  

薬事・食品衛生審議会   

会長 望月 正隆 殿   
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厚生労働大臣  

諮 問 書  

食品衛生法（昭和22年法律第233号）第11条第1項の規定に基づき、下記の  

事項について、貴会の意見を求めます。  

記  

次に掲げる農薬の食品中の残留基準設定について  

カズサホス   



2
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平成21年3月3日  

薬事・食品衛生審議会   

食品衛生分科会長 岸 玲子 殿  

薬事・食品衛生審議会食品衛生分科会   

農薬・動物用医薬島部会長 大野 泰雄  

薬事・食品衛生審議会食品衛生分科会  

農薬・動物用医薬品部会報告について   

平成21年2月2日付け厚生労働省発食安第0202007号をもって諮問され  

た食品衛生法（昭和22年法律第233号）第11条第1項の規定に基づくカズ  

サホスに係る食品規格（食品中の農薬の残留基準）の設定について、当部会で審  

議を行った結果を別添のとおり取りまとめたので、これを報告する。  
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（別添）  

カズサホス  

1．品目名：カズサホス（Cadusafos）  

2．用途：殺虫剤、殺線虫剤   

有機リン系の殺虫剤であり、アセチ／レコリンエステラーゼ活性を阻害することに   

より殺虫活性を示す。  

3．化学名：   

S：SLdi－－Se㌃butylクーethylphosphorodithioate（IUPAC）  

0－ethy151S－bis（1－methylpropyl）phosphorodithioate（CAS）  

4．構造式及び物性  

CHっ        ‘  

l  

S，CH‾CH2‾CH3  
／  

cH3MCH2－0 
／P＼ 

s－H－CH2－CH3  

CH3  

分子式  Cl。H2，02PS2  

分子量  270．04  

水溶解度  241mg／L（20℃）  

分配係数   logPow＝4．08（20℃）  

（メーカー提出資料より）  
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5．適用病害虫の範囲及び便用方法   

本薬の適用病害虫の範囲及び使用方法は以下のとおり。  

作物名  となっているものについては、今回農薬取締法（昭  希釈倍   

和23年法律第82号）に基づく適用拡大申請がなされたものを示している。  

3％カズサホス マイクロカプセル剤  

カズサホスを  
本剤の  

作物名   適用害虫名   使用量   使用時期  使用方法   含む農薬の総  
使用回数  

使用回数   

キスシ～バハムシ   20～30kg／10a   

だいこん  ネコデセンチュウ   20kg／10a  播種前   

ネク中サレセンチュウ   20～30kg／10a   

きゅうり   

すいか   

メロン   ネコデセンチュウ   20～30kg／10a  定植時  

トマト   全面処理  

なす   土壌混和   

にんにく   イモネタさサレセンチュウ   30kg／10a   

ネク～サレセンチュウ   20～30kg／10a  
さといも  

コがネムシ類   20kg／10a   

ネコデセンチュウ   10～30kg／10a  
植付前  

ハリがネムシ  
20～30kg／10a  

かんしょ  コがネムシ類  1回  1回  

コがネムシ類   9kg／10a  
作条処理  

土壌混和   

キャベツ   ネク～サレセンチュウ   定植前  

ほうれんそう   ネコデセンチュウ  播種前   

いちご   ネク寸サレセンチュウ  

定植前   全面処理  

ねぎ   ネコデセンチュウ   20kg／10a  
土壌混和  

ばれいしょ  ジャガイモシストセンチュウ  植付前   

播種又は  
えだまめ   

ダイズシストセンチュウ  定植前   

だいず  播種前   

亡
U
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3％カズサホスマイクロカプセル剤（つづき）  

カズサホスを  

作物名   適用害虫名   
本剤の  

使用量   使用時期  使用方法   含む農薬の総  
使用回数  

使用回数   

しそ   定植前   

匡至司  播種前   

匡‡亘∃  ネコデセンチュウ   
全面処理  

20kg／10a   
定植前   

1回  
土壌混和   

匡⊆互∃   1回  

匡≡亘司  植付前   

匝至∃   ネタ～サレセンチュウ  播種前  
播種溝処理  

土壌混和   

6．作物残留試験結果  

（1）分析の概要   

①分析対象の化合物  

カズサホス  

②分析法の概要  

試料をアセトンで抽出し、アセトンを留去後C18ミニカラム及びフロリ   
ジルミ ニカラムにより精製し、ガスクロマトグラフ（NPD）を用いて定量   

する。  

定量限界：0．001～0．005ppm  

（2）作物残留試験結果   

①きゆうり  

施設栽培のきゅうり（果実）を用いた作物残留試験（2例）において、3％マイ   

クロカプセル剤を1回土壌混和（30kg／10a）したところ、施用後35～49日、   

38～52日の最大残留量は、それぞれ0．006，0．012ppmであった。  

②すいか  

施設栽培のすいか（果実）を用いた作物残留試験（2例）において、3％マイク   

ロカプセル剤を1回土壌混和（30kg／10a）したところ、施用後95～102日の最  

大残留量は、0．002，く0．001ppmであった。  
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③だいこん  

露地栽培のだいこん（根部）を用いた作物残留試験（2例）において、3％マイ   

クロカプセル剤を1回土壌混和（30kg／10a）したところ、施用後57～71日、   

64～78日の最大残留量は、それぞれ0．010，0．007ppmであった。   

露地栽培のだいこん（葉部）を用いた作物残留試験（2例）において、3％マイ  

クロカプセル剤を1回土壌漉和（30kg／10a）したところ、施用後15～71日、  

13～78日の最大残留量は、それぞれ0．010，0．004ppmであった。なお、施用  

後13，15，18，22日における試験は、つまみ菜、間引き菜としての利用を想定し  

ている。  

（動かんしょ  

露地栽培のかんしょ（塊茎）を用いた作物残留試験（2例）において、3％マイ   

クロカプセル剤を1回土壌混和（30kg／10a）したところ、施用後120～134日、  

109～123日の最大残留量は、それぞれ0．004，0．002ppmであった。  

■⑤トマト  

施設栽培のトマト（果実）を用いた作物残留試験（2例）において、3％マイク   

ロカプセル剤を1回土壌混和（30kg／10a）したところ、施用後49～63日、53   

～67日の最大残留量は、それぞれ〈0．001，0．001ppmであった。  

（むメロン  

施設栽培のメロン（果実）を用いた作物残留試験（2例）において、3％マイク   

ロカプセル剤を1回土壌混和（30kg／10a）したところ、施用後76～90日、89   

～103日の最大残留量は、それぞれ0．003，0．004ppmであった。  

⑦にんにく  

露地栽培のにんにく（鱗茎）を用いた作物残留試験（2例）において、3％マイ   

クロカプセル剤を1回土壌混和（30kg／10a）したところ、施用後249～263日、   

215～229日の最大残留量は、それぞれく0．005，く0．005ppmであった。  

⑧なす  

施設栽培のなす（果実）を用いた作物残留試験（2例）において、 3％マイクロ   

カプセル剤を1回土壌混和（30kg／10a）したところ、施用後37～51日、59～   

73日の最大残留量は、それぞれく0．005，〈0．005ppmであった。  
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⑨さといも  

露地栽培のさといも（塊茎）を用いた作物残留試験（2例）において、3％マイ   

クロカプセル剤を1回土壌混和（30kg／10a）したところ、施用後135～149日、  

159～173日の最大残留量は、それぞれ0．008，0．007ppmであった。  

⑲キャベツ  

施設栽培のキャベツ（葉球）を用いた作物残留試験（4例）において、3％マイ  

クロカプセル剤を1回土壌混和（20kg／10a）したところ、施用後61～75日、   

75～89日、102～116日、64～78日の最大残留量は、いずれも〈0．001ppmであ   

った。  

⑪ほうれんそう  

施設栽培のほうれんそう（茎葉）を用いた作物残留試験（6例）において、3％   

マイクロカプセル剤を1回土壌混和（20kg／10a）したところ、施用後47～61   

日、35～49日、33～47日、36／、50日、39～53日、41～55日の最大残留量は、   

それぞれ0．005，0．004，0．003，0．004，0．026，0．008ppmであった。  

⑫いちご  

施設栽培のいちご（果実）を用いた作物残留試験（4例）において、3％マイク   

ロカプセル剤を1回土壌混和（20kg／10a）したところ、施用後97～111日、62   

～76日、86～100日、124～138日の最大残留量は、く0．001，0．013，く0．001，   

〈0．00】．ppmであった。  

⑬だいず  

露地栽培のだいず（乾燥子実）を用いた作物残留試験（2例）において、3％マ   

イクロカプセル剤を1回土壌混和（20kg／10a）したところ、施用後133～147   

日、123～137日の最大残留量は、それぞれく0．001，く0．001ppmであった。  

⑭えだまめ  

露地栽培のえだまめ（さや）を用いた作物残留試験（2例）において、3％マイ  

クロカプセル剤を1回土壌混和（20kg／10a）したところ、施用後78～91日、   

66～80日の最大残留量は、それぞれ0．002，く0．001ppmであった。  

⑮しそ  

施設栽培のしそ（菓部）を用いた作物残留試験（2例）において、3％マイクロ   

カプセル剤を1回土壌混和（20kg／10a）したところ、施用後42～56日、56～   

70日の最大残留量は、それぞれく0．001，0．108ppmであった。  
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⑯ねぎ  

露地栽培のねぎ（茎葉）を用いた作物残留試験（2例）において、3％マイクロ   

カプセル剤を1回土壌混和（20kg／10a）したところ、施用後157～171日、51   

～65日の最大残留量は、それぞれく0．001，0．001ppmであった。  

⑰ばれいしょ  

露地栽培のばれいしょ（塊茎）を用いた作物残留試験（2例）において、3％マ   

イクロカプセル剤を1回土壌混和（20kg／10a）したところ、施用後134～148   

日、88～102日の最大残留量は、0．008，0．005ppmであった。  

露地栽培のばれいしょ（塊茎）を用いた作物残留試験（2例）において、3％マ   

イクロカプセル剤を1回土壌混和（20kg／10a）したところ、施用後98～112日、   

96～110日の最大残留量は、く0．001，く0．001ppmであった。   

：坤二二！瑠  

施設栽培のみずな（茎葉）を用いた作物残留試験（2例）において、3％マイク   

ロカプセル剤を1回播種前土壌混和（20kg／10a）したところ、施用後33～47   

日の最大残留量は、0．012，0．012ppmであった。   

露地栽培のごぼう（根部）を用いた作物残留試験（2例）において、3％マイク  

ロカプセル剤を1回播種溝土壌混和（20kg／10a）したところ、施用後157～171  

日、165～179日の最大残留量は、0．136，0．003ppmであった。   

露地栽培のごぼう（根部）を用いた作物残留試験（4例）において、3％マイク  

ロカプセル剤を1回播種前土壌混和（20kg／10a）したところ、施用後159～173  

日、177～191日、164～178日、197～211日の最大残留量は、0．007，〈0．001，  

0．067，0．002ppmであった。  

ピーマン   

施設栽培のピーマン（果実）を用いた作物残留試験（2例）において、3％マイ  

クロカプセル剤を1回全面処理土壌混和（20kg／10a）したところ、施用後55  

～69日、53～67日の最大残留量は、〈0．001，0．001ppmであった。  

ししとう  ⑳   

施設栽培のししとう（果実）を用いた作物残留試験（2例）において、3％マイ  
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クロカプセル剤を1回定植時全面土壌混和（20kg／10a）したところ、施用後72  

～86日、52～66日の最大残留量は、く0．001，0．002ppmであった。   

露地栽培のしょうが（塊茎）を用いた作物残留試験（2例）において、3％マイ  

クロカプセル剤を1回植付時全面土壌混和（20kg／10a）したところ、施用後139  

～153日、187～201日の最大残留量は、〈0．001，く0．001ppmであった。  

なお、これらの試験結果の概要については、別紙1を参照。  

注）最大残留量：当該農薬の申請の範囲内で最も多量に用い、かつ最終使用から収穫までの  

期間を最短とした場合の作物残留試験（いわゆる最大使用条件下の作物残留  

試験）を実施し、それぞれの試験から得られた残留量。  

（参考：平成10年8月7日付「残留農薬基準設定における暴露評価の精密化に関する意見  

具申」）  

7．ADIの評価   

食品安全基本法（平成15年法律第48号）第24条第1項第1号の規定に基づき、  

平成20年3月3日付厚生労働省発食安第0303010号により食品安全委員会あて意見  

を求めたカズサホスに係る食品健康影響評価について、 以下のとおり評価されてい   

る。  

無毒性量：0．025mg／kg体重／day  

（動物種）  ラット  

（投与方法） 混餌投与  

（試験の種類）繁殖試験  

（期間）  2世代  

安全係数：100  

体重／da  ADI：0．00025 m   

8．諸外国における状況  

コーデックス、米国、カナダ、欧州連合（EU）、オーストラリア及びニュージ   

ーランドについて調査した結果、コーデックスでばれいしょ、バナナに、米国でバ   

ナナに、またオーストラリアでしょうが、かんきつ類、さとうきび等に基準値が設   

定されている。その他の国、地域については、残留基準は設定されていない。  
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9．基準値案  

（1）残留の規制対象  

カズサホス本体   

なお、食品安全委員会によって作成された食品健康影響評価においては、暴露評  

価対象物質としてカズサホスを設定している。  

（2）基準値案  

別紙2のとおりである。  

（3）暴露評価  

各食品について基準値実の上限まで又は作物残留試験成績等のデータから推   

定される量のカズサホスが残留していると仮定した場合、国民栄養調査結果に基   

づき試算される、1日当たり摂取する農薬の量（推定一日摂取量（EDI））のA   

DIに対する比は、以下のとおりである。詳細な暴露評価は別紙3参照。  

なお、本暴露評価は、各食品分類において、加工・調理による残留農薬の増減   

が全くないとの仮定の下に行った。詳細な暴露評価については、別紙3を参照。  

EDI／ADI（％）注）   

国民平均   15．6   

幼小児（1～6歳）   32．0   

妊婦   ．12．4   

高齢者（65歳以上）   17．2   

注）作物残留試験成績等がある食品についてはEDI試算、それ以外の食品については   

TMDI試算を行った。  
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（別紙1）  

カズサホス作物残留試験成績一覧表  

試験国  
農作物   場数   

試験条件  
最大残留量（ppm）  

剤型   使用量・使用方法  回数  経過日数   

きゆうり  
3％マイクロ  土壌混和   35，42，49日  圃場Aニ0．006  

（施設）  2  ⊥回  

（果実）  

カプセル剤  30kg／10a  38，45，52日  圃場B：0．012   

すいか  
3％マイクロ  土壌混和   圃場A：0．002  

（施設）  2  ⊥回  95，102日  

（果実）  

カプセル剤  
30kg／10a  圃場B二〈0．001   

だいこん  
3％マイクロ  土壌混和   57，64，71日  圃場A：0．010  

（露地）  2  ⊥回  

（根部）  

カプセル剤  30kg／10a  旦竺，71，78日  圃場B：0．007＊（78日）   

だいこん  
3％マイクロ  土壌混和   15，22，57，6も71日  圃場A：0．010  

（露地）  2  ⊥回  

（葉部）  

カプセル剤  30kg／10a  週，18，64，71，78日  圃場B：01004＊（18日）   

かんしょ  
3％マイクロ  土壌混和   120，127，134日  圃場Aニ0．004  

（露地）  2  ⊥回  

（塊根）  

カプセル剤  30kg／10a  109，116，123日  圃場B：0．002   

トマト  
3％マイクロ  土壌混和   些，56，63日  圃場A：く0．001  

（施設）  2  ⊥回  

（果実）  

カプセル剤  30kg／10a  旦蔓，60，67日  圃場B：0．001   

メロン  
3％マイクロ  土壌混和   76，83，90日  圃場A：0．003＊（83日）  

（施設）  2  ⊥回  

（果実）  

カプセル剤  30kg／10a  き担，96，103日  圃場B：0．004   

にんにく  
3％マイクロ  土壌混和   249，256，263日  圃場A：く0．005  

（露地）  2  ⊥回  

（鱗茎）  

カプセル剤  30kg／10a  215，222，229日  圃場B：〈0．005   

なす  
3％マイクロ  土壌混和   37，44，51日  圃場A：〈0．005  

（施設）  2  ⊥回  

（果実）  

カプセル剤  30kg／10a  旦旦，66，73日  圃場B：〈0．005   

さといも  
3％マイクロ  土壌混和   135，142，149日  圃場A：0．008＊（149日）  

（露地）  2  ⊥回  

（塊茎）  

カプセル剤  30kg／10a  159，166，173日  圃場B：0．007＊（173日）   

旦主，68，75日  圃場A：く0．001  

キャベツ  
土壌混和   

3％マイクロ  
ヱ巨，82，89日  圃場B：〈0．001  

（施設）  4  

カプセル剤  
⊥回  

（葉球）  
102，109，116日  圃場C：〈0．001  

20kg／10a  
64，71，78日  圃場D：く0．001   

13   



試験圃  試験条件 ●  

農作物   場数  最大残留量（ppm）  

剤型   使用量・使用方法  回数  経過日数   

47，54，61日  圃場A：0．005  

土壌混和   j堕，42，49日  圃場B：0．004＊（42日）  

ほうれんそう  
3％マイクロ  33，40，47日  圃場C：0．003  

（施設）  6  

カプセル剤  ⊥回  
（茎葉）  

20kg／10a  嬰，46，53日  圃場E：0．026  

生，48，55日  圃場F：0．008＊（48日）   

97，104，111日  圃場A：〈0．001  
l土壌混和   いちご  

3％マイクロ  62，69，76日  圃場B：0．013＊（69日）  
（施設）  4  ⊥回  

カプセル剤  弘93，100日  圃場C：〈0．001  
（果実）  20kg／10a  

124，131，138日  圃場D：〈0．001   

だいず 
3％マイクロ  土壌混和   133，140，147日  圃場A：く0．001  

（露地）  2  1回  
カプセル剤  

（乾燥子実）  
20kg／10a  123，130，137日  圃場B：〈0．001   

えだまめ  
3％マイクロ  土壌混和   ヱ旦，85，91日  圃場A：0，002＊（85日）  

（露地）  2  1回 
カプセル剤  

（さや）  

20kg／10a  堕，73，80日  圃場B：〈0．001   

しそ  
3％マイクロ  土壌混和   坐，49，56日  圃場A：〈0．001  

（施設）  2  ⊥回  
カプセル剤  

（菓部）  

20kg／10a  56，63，70日  圃場B：0．108   

ねぎ  
3％マイクロ  土壌混和   157，164，171日  圃場A：く0．001  

（露地）  2  ⊥回  
カプセル剤  

（茎葉）  

2pkg／10a  51，58，65日  圃場B‥0．001＊（58日）   

ばれいしょ  
3％マイクロ  土壌混和   134，141，148日  圃場A：0．008  

（露地）  2  ⊥回  
カプセル剤  

（塊茎）  

20kg／10a  88，95，102日  圃場B‥0．005＊（102日）   

ばれいしょ  
3％マイクロ  

土壌混和   塑，105，112日  圃場A：〈0．001  

（露地）  2  ⊥回  
カプセル剤  

（塊茎）  

20kg／10a  塑，103，110日  圃場B：く0．001   

みずな  
3％マイクロ  播種前土壌混和   圃場A：0．012  

（施設）  2  ⊥回  33，40，47日  
カプセル剤  

（茎葉）  

20kg／10a  圃場B：0．012   

ごぼう  
3％マイクロ  播種溝土壌混和   157，164，171日  圃場A：0．136＊（164日）  

（露地）  2   ⊥回  
カプセル剤  

（根部）  

20kg／10a  165，172，179日  圃場B：0．002   
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試験圃  試験条件  
農作物  最大残留量（ppm）  

場数  剤型   使用量・使用方法  回数  経過日数   

159，166，173日  圃場A：0．007＊（173日）  

ごぼう  播種前土壌混和   
3％マイクロ  177，184，191日  圃場B：く0．001  

（露地）  4  ⊥回  
カプセル剤  

（根部）  

164，171，178日  圃場C：0．067  
20kg／10a  

197，204，211日  圃場D二0．002＊（204日）   

ピーマン  
3％マイクロ  全面処理土壌混和   旦巨，62，69日  圃場A：〈0．001  

（施設）  2  ⊥回  
カプセル剤  

（果実）  
20kg／10a  嬰，60，67日  圃場針0．001   

ししとう  
39乙マイクロ  定植時全面土壌混和   72，79，86日  圃場A：く0．001  

（施設）  2  ⊥回  
カプセル剤  

（果実）  
20kg／10a  亘呈，59，66日  圃場B：0．002＊（59日）   

しょうが  
3％マイクロ  植付時全面土壌混和   139，146，153日  開場A：く0．001  

（露地）  2  1回  
カブセ／レ剤  

（塊茎）  
20kg／10a  ，194，201日  圃場B：く0．001   

最大使用条件下の作物残留試験条件に、アンダーラインを付している。   

＊で示した試験については、申請の範囲内で最高の値を示した括弧内に示す条件において得られた  

値を採用した。   

なお、食品安全委員会農薬専門調査会の農薬評価書「カズサホス」に記載されている作物残留試験  

成績は、各試験条件における残留農薬の最高値及び各試験場、検査機関における最高値の平均値を示  

したものであり、上記の最大残留量の定義と異なっている。  
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（別紙2）  

カズサホス  農薬名   

参考基準値  
基準値  基準値  登録  外国  作物残留試験成績   

農産物名  案  現行  基準値  
Ppm  PPm   ppmpm PPm  PPm   Ppm  

0．01   0．01  ○  大豆  く0．001，く0．001   

0．008（‡），0．005，  

ばれいしよ   0．03   0．03  ○  0，02  く0．001，く0．081   

さといも類（やつがしらを含む）   0．03   0．03  ○  0．008，0．007   

かんしよ   0．02   0．02  ○  0．004，0、002   

さとうきび   0．01   0．01  0．01  オーストラリア  

0．05   0．05  ○  だいこん類（ラディッシュを含む）の披  0．010，0．007   

0．05  0．05  （⊃  だいこん類（ラディッシュを含む）の集  0．010（‡），0．004   

く0．001，く0．001，  

キャベツ   0．Ol   0．01  （〕  く0．OD】，く0．001   

きような   0、05  申  0．012，0．012   

0．136は）．0．002／0．007，  

ごぼう  0．5   申  く0．00ユ，0．067，0．002   

0．02   削  レタス（サラダ菜及びちしやを含む）  

ねぎ（リーキを含む）   0．01   0．Ol  ○  く0．001，0．001   

にんにく   0．02   0．02  ○  く0．005．く0．005   

トマト   0．01   0．01  ○  0．01  オーストラリア  〈0．001，0．001   
ピーマン   0．01   く0．001．0．001   

なす   0．02  0．02               ○  〈0．005，く0．005   

その他のなす科野菜   0．01  申  く0．00l，0．002（ししとう）   

きゆうり（ガーキンを含む）   0．05   0．05  ○  0．006．0．012   

すいか   0．01   0．01  ○  0．002，〈0．00l   

メロン類果実   0．02   0．02  ○  0，003，0．004   

0．005．0．004．0．003．  

はうれんそう   0．1   0．l  ○  0．004，0．026（‡）．0．008   

しようが   0．1   0－1  申  0．1  オーストラリア                 く0．001，く0．001   

えだまめ   0．01   0．01  ○  0．002．く0．001   

みかん   0．01   0．Ol  0．01  オーストラリア  

なつみかんの果実全体   0．01   0．01  
レモン   0．01   0．01  
オレンジ（ネープ／レオレンジを含む）   0．01   0．01  

グレープフルーツ   0．01   0．01  

ライム   0．01   0．01  

その他のかんきつ類果実   0．01   0．01  0．01  オーストラリア   

く0．00l，0．013（‡），  

いちご   0．05   0．05  ○  く0．001，く0．001   

バナナ   0．01   0．01  0．01  0．0  アメリカ  

その他のハープ   0．5   0．5  ○  く0．001．D．108（き）（しそ）   

（‡）当事刻乍物残留試験は、試験成績のばらつきを考慮し、この印をつけた残留値を基準値策定の根拠とした。  
削：レタスについては作掛こ対する薬害のため登録が削除されたことに伴い、基準値も削除した。  
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（別紙3）  

カズサホス推定摂取量（単位：FLg／人／day）  
暴露評価に  高齢者  

食品群   
基準値案   用いた数値  国民平均  国民平均  小 （1～6歳）   （1～6歳）   幼児   幼小児   妊婦  妊婦   （65歳以上）  

（ppm）   （ppm）  TMDI  EDI  TMDI  EDI  TMDI  EDI  T旺DI  
0 001   0 6  0 0  0 01  

A  
0 003  0 2  0 01  ●   001  

A  

0 05   0 012  

、■一中    ‾  
A  

現  
0 0  ノ○  
0  

0 002   0 0  

か  0 01                      ヽ    A    9  

0  
0 02  0 004  

0．  しよ’が  01  ●   01  
0 002  ゝヰご  0 01                                     0  

0  

、、ヾ              、 ÷十  A    01                  ＼ヽ  
‾イム  0 01  ●  001  
その他のかん つ類果実  0 01  ●  001  

0 004  いち－す  0 05  
その他のハーブ   0．5   0．054   0．   0．0  0 01  ●   001                              0．    0．  

計  11．   2．   5．   1．   8．   1．   12．  

ADI比（％）  83．   15．  145．   32．  61．   12．   92．  

●：個別の作物残留試験がないことから、暴露評価を行うにあたり基漸直（案）の数値を用いた。なお、グループで基準値が設定されている作物については、根拠となった作  
物以外についてはTMm試算を行った。  

TMDI：理論最大1日摂取土（TheoreticalMaximum DailyIntake）  
El）I：推定1日摂取丑（Estimated DailyIntake）   



（参考）  

これまでの経緯  

初回農薬登録申請  

農林水産省から農薬適用拡大申請に係る連絡（キャベツ、レタ  

ス等）  

厚生労働大臣から食品安全委員会委員長あてに残留基準設定に  

係る食品健康影響評価について要請  

食品安全委員会（要請事項説明）  

第20回食品安全委員会農薬専門調査会  

食品安全委員会における食品健康影響評価（案）の公表  

食品安全委員会（報告）  

食品安全委員会委員長から厚生労働大臣あてに食品健康影響評  

価について通知  

薬事・食品衛生審議会食品衛生分科会へ諮問  

薬事・食品衛生審議会食品衛生分科会農薬・動物用医薬品部会  

薬事・食品衛生審議会食品衛生分科会  

残留農薬基準告示  

平成14年12月21日  

平成16年 9月27日  

平成16年10月 5日  

平成16年10月 7日  

平成16年12月 1日  

平成17年 5月26日  

平成17年 6月29日  

平成17年 6月29日  

平成17年 7月12日  

平成17年 7月13日  

平成17年 9月 8日  

平成18年 4月18日  

農林水産省から農薬適用拡大申請に係る連絡（だいず、えだま  

め等）  

厚生労働大臣から食品安全委員会委員長あてに残留基準設定に  

係る食品健康影響評価について要請  

食品安全委員会（要請事項説明）  

第6回農薬専門調査会総合評価第二部会  

第8回農薬専門調査会幹事会  

食品安全委員会における食品健康影響評価（案）の公表  

薬事・食品衛生審議会食品衛生分科会へ諮問  

薬事・食品衛生審議会食品衛生分科会農薬・動物用医薬品部会  

食品安全委員会（報告）  

食品安全委員会委員長から厚生労働大臣あてに食品健康影響評  

価について通知  

薬事・食品衛生審議会食品衛生分科会  

残留農薬基準告示  

平成18年 7月 4日  

平成18年 7月18日  

平成18年  

平成18年1  

平成18年1  

平成19年  

平成19年  

平成19年  

平成19年  

平成19年  

7月20日  

1月20日  

2月 6日  

1月11日  

1月31日  

2月14日  

2月22日  

2月22日  

平成19年 3月26日  

平成19年 6月27日  

農林水産省から農薬適用拡大中諸に係る連絡（みずな、ししと  

う等）  

平成20年 2月19日  
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平成20年 3月 3日 厚生労働大臣から食品安全委員会委員長あてに残留基準設定に  

係る食品健康影響評価について要請  

平成20年 3月 6日  

平成20年 6月24日  

平成20年 7月 3日  

平成20年 7月 3日  

食品安全委員会（要請事項説明）  

第40回農薬専門調査会幹事会  

食品安全委員会（報告）  

食品安全委員会委員長から厚生労働大臣あてに食品健康影響評  

価について通知  

薬事・食品衛生審議会食品衛生分科会へ諮問  

薬事・食品衛生審議会食品衛生分科会農薬・動物用医薬品部会  

平成21年 2月 2日  

平成21年 2月 3日  

●薬事・食品衛生審議会食品衛生分科会農薬・動物用医薬品部会  

【委員】   

青木 宙   

生方 公子  

○大野 泰雄   

尾崎 博   

加藤 保博   
斉藤 貢－－   

佐々木 久美子   

志賀 正和   

豊田 正武   

松田 りえ子   

山内 明子   

山添 康   

吉池 信男   

由田 克士  

鰐渕 英機  

東京海洋大学大学院海洋科学技術研究科教ヨ受  

北里大学北里生命科学研究所病原微生物分子疫学研究室教授  

国立医薬品食品衛生研究所副所長  

東京大学大学院農学生命科学研究科教授  

財団法人残留農薬研究所理事  

星薬科大学薬品分析化学教室准教授  

元国立医薬品食品衛生研究所食品部第一室長  

元農業技術研究機構中央農業総合研究センター虫害防除部長  

実践女子大学生活科学部生活基礎化学研究室教4受  

国立医薬品食品衛生研究所食品部部長  

日本生活協同組合連合会組織推進本部 本部長  
東北大学大学院薬学研究科医療薬学講座薬物動態学分野教授  

青森県立保健大学健康科学部栄養学科教授  

国立健康・栄養研究所栄養疫学プログラム国民健康・栄養調査プロ  

ジェクトリーダー  

大阪市立大学大学院医学研究科都市環境病理学教授  

（○：部会長）  
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答申（案）   

カズサホス  

残留基準値■  

食品名  

（ppm）   

きような   0．05   

ごぼう   0．5   

ピーマン   0．01   

その他のなす科野菜（注）   0．01   

注）「その他のなす科野菜」とは、なす科野菜のうち、  
トマト、ピーマン及びなす以外のものをいう。  
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厚生労働省発食安第1204005号  

平成20年12 月 4 日  

薬事・食品衛生審議会  

会長 望月 正隆 殿   

要
 
 

厚生労働大臣  舛添  

諮 問 書  

食品衛生法（昭和22年法律第233号）第11条第1項の規定に基づき、  

下記の事項について、貴会の意見を求めます。  

記  

次に掲げる動物用医薬品の食品中の残留基準設定について  

エブリノメクチン   



2
 
 
 

JF  



平成21年3月19日  

薬事・食品衛生審議会   

食品衛生分科会長 岸 玲子 殿  

薬事・食品衛生審議会食品衛生分科会   

農薬・動物用医薬品部会長 大野 泰雄  

薬事・食品衛生審議会食品衛生分科会  

農薬・動物用医薬品部会報告について   

平成20年12月4日付け厚生労働省発食安第1204005号をもって諮  

問された食品衛生法（昭和22年法律第233号）第11条第1項の規定に  

基づくエプリノメクチンに係る食品規格（食品中の動物用医薬品の残留基  

準）の設定について、当部会で審議を行った結果を別添のとおり取りまとめ  

たので、これを報告する。  
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（別添）  

エプリノメクチン  

1．概要  

（1）品目名：エプリノメクチン（Eprinornectin）  

（2）用途：寄生虫駆除剤（牛の外部寄生虫及び内部寄生虫並びに魔の内部寄生虫の駆除）   

エブリノメクチンは放線菌∫む軍）f（凛り′Ce5・∂血とノノブ5から発酵生産されるアベルメクチン  

Bla及びBlbを出発原料とし、4”位の水酸基を化学合成的にアセチルアミノ基に置換した誘導   

体で、アペルメクチン系化合物に分類される。エプリノメクチンBlaはエブリノメクチン中（エ   

プリノメクチンBla及びBlbの合計）の90％以上を占めている。エプリノメクチンの作用機序は、   

アペルメクチン系化合物に共通する作用機序、すなわち寄生虫の筋肉細胞及び神経細胞に存在  

するグルタミン酸開口型塩素イオンチャネル活性を高めて、筋肉細胞及び神経細胞に過分極を   

生じることにより、寄生虫の麻痺による駆虫作用をもたらすと考えられている。牛及び鹿の寄   

生虫駆除剤として欧米等51カ国で承認されている（2007年1月現在）が、国内では承認されて   

いない。   

今般の残留基準の設定については、農林水産省よりエプリノメクチンを有効成分とする製  

剤（ェプリネックス トピカル）の承認申請がなされたことに伴い、内閣府食品安全委員会  

においてエブリノメクチンについて皿Ⅰ設定がなされたことノによるものである。  

（3）化学名：  

①エブリノメクチンBla  

（10E14E16b－（1月45；5’5；65；6’尺8R12S135；20月21ノ己245）－6’－［（5）－SeC－butyl］－21，   

24－dihydroxy－5’，11，13，22－tetramethyl－2－OXO一（3，7，19－trioxatetracyclo［15．6．1．14・8．   

aO，24］pentacosa－10，14，16，22－tetraene）－6－Spiro－2’－（5’，6’－dihydro－2’jf－pyran）－12－   

y14－OM（4－aCetamido－2，4，6rtrideoxy－31ナmethyl－α－L－1JWhexopyranosylト2，6－dideoxy－   

3－0－methyl－α－L－arabinohexopyranoside（IUPAC）  

（4”b－4”－（acetylamino）十0－demethyl－4”－deoxyavermectinAla（CAS）   

②ェプリノメクチンBlb  

（10E14E16B－（1J己45；5’5；65；6’尺8月125；135；20月21月245）L21，24rdihydroxy－6’－  

isopropyl－5’，11，13，22－tetramethyl－2－0Ⅹ0－（3，7，19，trioxatetracyclo［15．6．1．14・8．aO・24］   

pentacosa－10，14，16，22rtetraene）－6－SPiro－2’H（5’，6’－dihydro－2’H－Pyran）－12－yl－4rOL  

（4－aCetamido－2，4，6－trideoxy－3r伊methyトα－l：1J甥℃←hexopyranosyl）H2，6－dideoxy－3－伊   

methyl－α－L－arabinohexopyranoside（IUPAC）  

（4”β－4”p（acetylamino）－5v伊demethyl－25－de（1－methylpropyl）イ’一deoxy－25－（l－   

methylethyl）paverTneCtinAla（CAS）  
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（4）構造式及び物性  

H  OCH3  

二 

＝ 
01 †  三：‥  

Bla：R＝C2鴫   

Blb：R＝CH3  OCH3  

†  

分 子 式   

分 子 量   

常温における性状  

融 点（分解点）  

溶 解 性  

：①エブリノメクチンBla CJ175NO14  

②ェプリノメクチンBlb C㌦73NO14  

：①エブリノメクチンBla 914・14  

②エブリノメクチンBlb 900・11  

：白色～類白色の結晶一性粉末  

：約163－166℃  

：エタノールに溶けやすく、水にほとんど溶けない。  
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（5）適用方法及び用量   

エプリノメクチンの使用対象動物及び使用方法等を以下に示す。   

今回動物用医薬品として承認申請されたものについて、下線を付した。  

対象動物及び使用方法   使用国   休薬期間   

アメリカ   0日  

カナダ   0日  

500〟g／kg体亀／を単回背正中線に沿って直接塗布  0日  

する  ニュージーランド   
14日  

EU   15日  

旦杢   些＿月．   

500〃g／kg体重／を単回背正中線に沿って直接塗布  0日  

する   全ての承認国   0日   

カナダ   0日  

500〟g／kg休息／を単回背正中繚に沿って直接塗布  

する  
オーストラリア   0日  

ニュージーランド   
7日   

2．対象動物における分布、代謝  

・ウシにおける分布、代謝試験   

牛（6頭）にエプリノメクチンを500〃g／kg体重で単回経皮投与した。投与後経時的（6、12、  

24、36、48、60、72、84、96及び108時間、投与後5、6、7、8、9、11、14、17、21、28及び35   

日）に採血した。薬物動態パラメータを以下に示す。経皮投与したェプリノメクチンは、投与  

7～10日後までに吸収されたが、投与後17及び21日でもわずかな吸収が認められた。  

（〟g／kg）   投与放  最高」 （    500  22．  高血 
祭中弧度  最高血祭中濃度  血祭薬物濃度曲線  一時モーメント曲線  平均滞留時間   

（ng／止）   到達時間（k）  下面耕（ng－hr／mL）  下面積（ng－k2／止）   （k）   

22．5±5．51   84±24   3472±462   570040±100498   165±27  

牛（12頭、投与後7、14、21及び28日の3頭／群）に、［5－3H］標識エブリノメクチンを500〃g／kg  

体重で経皮投与した。血祭中のエプリノメクチンの放射浄性濃度は投与後9～14日で最高濃度  

（CⅦ）に達し、その浪度は4・35－21・1ng／mLであった。血祭中のエプリノメクチンBlaのC似は  

7．33－19．74ng／ー血であった。   

各群から得られた月刊蔵、腎臓、脂肪、筋肉、筋肉（投与部位）、血祭、糞及び尿における放  

射浄性の総残留濃度が低いことから、総残留濃度がある程度認められる検体について、代謝プ  

ロファイルの分析を行った。エブリノメクチン及びその代謝物の放射檜性濃度を測定したとこ  

ろ、組織の大半では5～7種類の代謝物が検出されたがほとんどは微量であった。特に組織及び  

血祭では代謝物の割合は極めて低く、全放射括性に対して10％に満たなかった。糞中の代謝物  

の割合は組織及び血祭中に比べて比較的高いが、代謝物の占める割合は11％であった。   

各検体においてエブリノメクチンの未変化体は最も多く認められ、全放射惰性に対する割合  

は、月刊齢4・8％、腎臓）4・5％、脂肪93．9％、筋肉89．9％、筋肉（投与部位）91．2％、血凍94．8％、  
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糞便85．9％であった。エブリノメクチンBlaについては、肝臓賂4％、腎臓娼．2％、脂月加6．7％、  

筋肉82％、筋肉（投与部位）83．3％、血糎7．4％、糞便78．3％であった。  

乳牛（4頭）に、［5－3H］標識エブリノメクチンを750〃g／kg体重で経皮投与した。投与後経  

時的（乳汁の採取：剖検まで12時間毎、挽血：投与後6、12時間、その後投与後14日まで12時  

間毎、組織：投与後21日）に試料を測定した。   

血東中の総放射活性濃度は投与後2～5日にqⅦに達し、■15．96－50．61ppbであった。投与後21  

日には放射活性浪度は5．01ppbとなった。   

乳汁中の総放射活性浪度は投与後2～8日にC．Ⅷに達し、3．08－9．02ppbであった。投与後14日  

で乳汁中に排出された総放射檜性は0．32％であづた。エブリノメクチンの代謝物の活性淡度は  

低く、もっとも多く認められた代謝物で総放射檜性の2．53％であり、乳汁中総放射活性の  

93．6％は未変化体であった。   

細繊中の総放射静性濃度は、月刊観145．8ppb、筋肉（投与部位）87．5ppb、腎臓21．4ppb、脂  

肪12．2ppb、筋肉0．7ppbの順で認められた。   

乳汁及び肝臓中において総残留物のそれぞれ93．6％及び95．9％が未変化体であったェプリノ  

メクチンち1a及びBlbは、どの個体でも同様の割合（おおよそBla：Blb＝9：1）で代謝されてい  

た。  

牛由来の血掛こ［5－3H］標識エプリノメクチンを添加（7．5、22、56、109、161及び213ng／血）  

し、加〟む℃で血膿タンパク結合率を検討した。いずれの濃度においてもタンパク結合率  

は99．29％以上であった。  

3．対象動物における残留試験結果  

（1）分析の概要   

（D 分析対象化合物：エプリノメクチンBla  

② 分析法の概要：   

試料に硫酸ナトリウムを加えて混合・撹絆し、塩化メチレン／アセトン混液を加えて均質  

化した。遠心分離を行い、上浦闇容媒を除去して塩化メチレンに再溶解させた。アミノプ   

ロピルカラムに通した後、エタノール傭乍酸エチル漉液で抽出し溶媒を留去した。メタノー  

ルに再溶角牢させてさらに溶媒を留去し、30％炬メチルイミダゾール含有アセトニトリル溶  

液を加えて再溶解して分析用試料とし、高速液体クロマトグラフー蛍光検出法により、各  

対象動物組織における残留性が検証されている。   

定量限界 2－2．68ppb  

（2）組織における残留   

① ウシにエプリノメクチンとして500〃g／kg体重を単回背正中線に直接塗布した。投  

与後7、14及び24日の筋肉、脂肪、肝臓、腎臓及び小腸におけるエプリノメクチンBla  

濃度を表1に示す。  

河   



ウシにエプリノメクチンとして500〃g／kg体重を単回背正中線に直接塗布した。投与   

後10、17、24、34、44及び55日の筋肉、脂肪、肝臓及び腎臓におけるエブリノメクチ   
ンBla濃度を表2に示す。   

（表1）エブリノメクチンとして50恥g／kg体重を単回背正中線に直接塗布した時の食用組織中のエブリノ  

メクチンBla濃度  bpb）  

筋肉   脂肪   月刊歳   腎臓   小腸   

0．026．6±  
7．3±2．2   33．2±5．6   1067．3±384．2  112．1±37．8  

0．011．5   

く2．1（2），   く2．1，4．9，   く2．1，2．9   
432．0±296．6   39．0±27，5  

2．8，3．2   14．5，16．1  12．1，20．3   

く2．1   〈2．1（3），2．6   88．2±60．6   く2．1   く2．1   

析値又は平均値±標準偏差で示し、括弧内は検体数を示れ  

b   

（表2）エプリノメクチンとして500〃g／kg体重を単回背正中線に直接塗布した時の食用  

bpb）  細織中のエブリノメクチンBla濃度   

② 泌乳牛にエブリノメクチンとして500〃g／kg体重を単回背正中線に直接塗布した。投与   

後0．5日（12時間）から10．5日（252時間）の乳中におけるエプリノ 

を表1に示す。   

泌乳牛にエプリノメクチンとして500〃g／kg体重を単回背正中線に直接塗布した。投   

与後0．5日（12時間）から13．5日（324時間）の乳中におけるエブリノメクチンBla   

濃度を表2に示す。  
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（表1） ェプリノメクチンとして500〃釘kg体重を単回背正中線に直接塗布した時の乳中のエブリノメクチ  

ンBl。脆度  bpb）  
試験日  

乳   
試験日  

（投与後日数）  （投与後日敬）   

乳   

0．5   く2．68   6   4．23±1．00   

く2．髄（6），2．87   6．5   3．83±0．79   

1．5   く2．錦（4），2．恥4．43，4．60   7   く2．68（2），2．樋，2．70，3．00，3．51，3．54   

2   く2．餌（2），2．78，3．11，3．27，4．52，5．48   7．5   〈2．68（4），3．47，3．49，3．60   

2．5   く2．68，3．16，3．21，3．3も4．20，4．25，6．35   8   〈2．槌（4），2．70，3．12，4．18   

3   3．79±0．77   8．5   く2．槌（4），2．83，2．98，3．24   

3．5   4．52±1．17   9   く2．餓（5），2．74，3．11   

4   く2．68，3．70，3．82，4．21，4．28，4．56，4．84   9．5   く2．鴎（5），2．71，3．17   

4．5   4．27±0．81   10   く2．鴎（6），2．餞   

5   4．10±0．81   10．5   く2．6∈葺   

5．5   4．35±0．99  

数値（n＝7）は、分析値又は珊直±標準偏差で示し、括弧内は検体数を示れ   

定批眼界：2．鰭ppb   

（衷2）エブリノメクチンとして5∝恒gルg体重を単回背正中線に直接塗布した時の  

乳中のエプリノメクチンBla浪度  bpb）  
試験日  

乳   
試験日  

（投与後日数）  （投与後日赦）   

乳   

0．5   く2．3   7．5   〈2．3－2．7   

〈2．3   8   〈2．3－2．4   

1．5   く2．3－6．6   8．5   〈2．3   

2   〈2．3－11．4   9   〈2．3   

2．5   く2．3－11．3   9．5   〈2．3   

3   く2．3－11．0   10   〈2．3   

3．5   〈2．3⊥9．2   10．5   〈2．3   

4   く2．3－8．6   〈2．3   

4．5   〈2．3－7．9   11．5   〈2．3   

5   〈2．3－6．9   12   〈2．3   

5．5   〈2．3－5．1   12．5   〈2．3   

6   く2．3－5．5   13   〈2．3   

6．5   く2．3－4．5   13．5   〈2．3   

7   く2．3－3．4  

数値h＝20）は、分析値又I契嗣刑直の範囲（最′日直一最大値）で示れ   

定量限界：2．3わpb   

③ シカにエブリノメクチンとして750〃g／kg体重（常用量の1．5倍）を単回背正中線に   

直接塗布した。投与後7、14、21及び28日の筋肉、脂肪、肝臓及び腎臓におけるエブ  

リノメクチンBla濃度を以下に示す。  
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エブリノメクチンとして750J⊥g／kg体重を単回背正中線に直接塗布した時の組織中の  

エプリノメクチンBla濃度  bpb）  
試験日  

投与後日数）   
筋肉   月誹方   月刊複   腎臓   

7   7±2   8±3   47±22   33±17   

14   5±2   23±12   5±2   4二±2   

21   3±1   く2（5），2   く2   く2   

28   〈2（3），2（3）   く2   く2   く2   

数値（n＝＝6）は、分析値又は平嘲直±標準偏差で示し、括弧内は検体数を示丸  

定量限界：2ppb  

4．許容一日摂取量（ADI）評価   

食品安全基本法（平成15年法律第48号）第24条第1項第1号及び第2項の規定に基づき、   

平成20年3月11日付け厚生労働省発食安第0311013号及び平成20年6月2日付け厚生労働   

省発食安第0602007号により、食品安全委員会委員長あて意見を求めたエブリノメクチンに   

係る食品健康影響評価について、以下のとおり示されている。  

無毒性量：0．4mg／kg体重／日  

（動物種）  ラット  

（投与方法）  混餌投与  

（試験の種類）  繁殖試験  

（期間）  2世代  

安全係数：100  

ADI：㈱旦   

5．諸外国における使用状況等   

米国、EU、豪州、カナダ及びニュージーランドを調査したところ、全ての国で牛に、豪州、   

カナダ及びニュージーランドで鹿に使用が認められている。   

なお、mO川HO合同食品添加物専門家会議（∬Cm）において評価されており、膿Ⅰとして  

0．01mg／kg体重／日が設定されている。  

6．基準値案  

（1）残留の規制対象：エブリノメクチンBla  

食品安全委員会によって作成された食品健康影響評価において、主要な残留物はエプリノ   

メクチンBlaであり、乳汁及びf刑厳における適切な残留マーカーであると評価されており、ま   

た各国においても分析対象化合物としてエブリノメクチンBlaが用いられているため、エブリ   

ノメクチンBlaのみを規制の対象とした。   

（2）基準値案  

別紙1のとおりである。  
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（3）ADI比   

各食品において基準値（案）の上限まで本剤が残留したと仮定した場合、国民栄養調査  

結果に基づき試算される、1日当たり摂取する本剤の畳（理論最大摂取量（1Ⅶ）Ⅰ））の皿Ⅰ  

に対する比は、以下のとおりである。  

TMDI／ADI（％）   

国民平均   ‘4．3   

幼小児（1～6歳）   10．3   

妊婦   4．3   

高齢者（65歳以上）＊   4．2  

＊高齢者については高水産物の摂取恩データがないため、国民平均の摂取胱を参考とした。  

なお、詳細の暴露評価については、別紙2のとおりである。   

（4）本剤については、平成17年11月29日付け厚生労働省告示第499号により、食品一般   

の成分規格7に食品に残留する畳の限度（暫定基準）が定められているが、今般、残留   

基準の見直しを行うことに伴い、暫定基準は削除される。  
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（別紙1）  

エプリノメクチン（寄生虫駆除剤）  

属する動物の腎臓   

属する動物の食用部分   

乳   0．02   0．02   0．02  0．012  0．03   0．02   0．02   0．02  

平成17年11月29日厚生労働省告示499号において新しく設定した基準値については、網をつけて示した。  
＊1：エブリノメクチンBlaとして  

＊2：その他の陸棲哺乳類とは、陸棲哺乳類のうち、牛及び豚以外のものをいう。   



（別紙2）   

エブリノメクチンの推定摂取量（単位：〃g／人／日）  

基準値案  
幼小児  高齢者＊4  

食品名  
bpm）   国民平均 Ⅷ）Ⅰ  

（1～6歳）  

1Ⅶ）Ⅰ   

妊婦 1ⅦDI  

（65歳以上）  

TM【）Ⅰ   

牛の筋肉   0．1   
4．9＊2   2．3＊2   

牛の脂肪   
4．7＊2   4．9＊2  

0．25   

牛の肝臓   2   0．2   0．1   0．2＊3   0．2   

牛の腎臓   0．3   0．1   0．1   0．3   0．1   

牛の食用部分＊l   2   0．8   0．1   0．6   0．8   

その他の陸棲哺乳類に  

属する動物の筋肉   0．1   

その他の陸棲哺乳類に  

属する動物の月別方   0．1   

その他の陸棲哺乳類に  

属する軌物の肝臓   
0．1   0．0   0．1   0．1  

0．3   

その他の陸棲哺乳類に  

属する軌物の腎臓   0．3   

その他の陸棲哺乳叛に  

属す乱助物の食用部分   0．3   

乳   0．02   2．9   3．9   3．7   2．9   

計  9．1   6．5   9．5   9．1   

ADI比（％）  4．3   10．3   4．3   4．2   

1ⅧI：埋編臓大1針匿取鰯：印1eOreticalMaximtmIhilyIntake）  

＊1：食用部分とは、食用に供される部分のうち、筋肉、脂肪、肝臓及び間脳以外の部分をいい、牛及びその他の陸脚暗L類に属する棚如こついて  

肝臓を参照とした。  

＊2：脂肪の遁準値×筋肉及び脂肪の摂取丑  

＊3：妊婦の摂取丑データがないため、国民平均の摂取丘を参考にした。  

＊4：高齢者については畜水産物の摂取量データがないため、国民平均の摂取量を参考とした。  
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（答申案）  

エプリノメクチン  

残留基準値＊l   

食品名  
pl）m   

牛の筋肉   0．1   

その他の陸脚僻u訂2に属する動物の筋肉   0．1   

その他のl捌卸柄L頗に属す創動物の脂肪   0．1   

牛の肝臓   2   

その他のl射酬抒L頻に属する動物の肝臓   0．3   

牛の腎臓   0．3   

その他のl鰍僻L類に属する動物の腎臓   0．3   

牛の食用部分   2   

その他の脚臍L類に属する動物の食用部分  

＊1：エブリノメクチンBlaとして  

＊2：その他側戸師Lき熟こ属する動物とは、陸脚僻し原のうち、牛及び豚以外のものをいう。  

⑯  

’▼〔 
丁零      t＿】t   




